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今月号の概要 
１.科学技術トピックス 
 
1.1 ライフサイエンス分野            
（１）神経回路網形成を制御する新規蛋白質 
ニワトリの網膜において、前後（頭足）方向、
背腹方向の両軸について、濃度の勾配を持っ
て発現する分子 Ventroptin が発見された。これ
は、神経結合を理解する上で非常に重要な知
見である。 
（２）ヒト癌細胞由来のペプチドを認識する免疫
細胞 
癌細胞とごく限られた正常細胞にのみ発現す
るユニークな蛋白質が見出された。癌を治療す
る方法を開発する際に癌ワクチンとして利用が
可能であると期待される。 
 
1.2 情報通信分野                
（１）TOP500 スーパーコンピュータ 
スーパーコンピュータのランク付け Top500 リスト
が発表された。TFlopsシステムの増加、クラスタ型の
躍進が今回の特徴である。 
（２）有機半導体デバイスシンポジウム 
有機半導体デバイスシンポジウムが開催された。
有機半導体デバイスのキーワードは、フレキシブル、
大面積、低コスト、モノリシック（基板上に全ての部品
を作り込む）で、当面は普及品への適用を目指すべ
きというのが発表者の一致した意見であった。 
 
1.3 環境分野                    
（１）気候変動枠組条約第 6 回締約国会議
（COP6）再開会合 
去る 7月 16日から 27日まで、ドイツのボンで気
候変動枠組条約第 6 回締約国会議（COP6）の再開
会合が開催された。閣僚級会合では、京都議定書
の詳細ルールなどに関する政治的合意に達した
（ボン合意）。しかし、京都メカニズム、吸収源（土地
利用、土地利用変化、林業）、遵守に関しては、具体
的なテキスト作りについて合意に至らず、今年10月
からのCOP7にて再度議論することになった。 
 
1.4 ナノテク・材料分野              
（１）軌道波「オービトン」を確認 
理論的に予言されていた、電子の軌道が少し
ずつその形を変えながら結晶中を伝搬する軌道
波「オービトン」を、東大の十倉好紀教授と東北 
 
大の前川禎通教授のグループが世界で初めて
確認した。 
（２）半導体薄膜の折り紙のような立体加工技術 
ATR環境適応通信研究所の Vaccaro氏他は、
半導体薄膜を用いて、折り紙を折るように加工し
た１ミクロン以下の立体構造を作る技術を開発し
た。 
 
1.5 エネルギー分野               
（１）バイオエネルギー利用に関する研究動向
－第10回日本エネルギー学会大会から－ 
大会で、わが国の残渣バイオマスの利用可能
量は１次エネルギーの 4％程度あり、今後の課
題は経済性を有する利用システムの構築といっ
た、バイオエネルギーの資源ポテンシャルと利
用ビジョンに関する活発な議論があった。 
 
1.6 製造技術分野                
（１）有機溶剤を使用しない有機電解合成 
電気分解時に電極界面で起こる反応を利用
する有機合成法において、有機溶媒の代わりに
水を用いて従来以上の反応効率を実現したとの
研究結果が発表された。 
 
1.7 社会基盤分野                
（１）船舶の損傷時復原性に関する欧州プロジ
ェクト－HARDER－ 
国際海事機関(IMO)が進める船舶の安全性
の国際法規作りを、学術的な側面から支援する
欧州プロジェクト HARDER が始まった。船舶技
術に関係する欧州の大学、研究所などが参加し、
3年間かけて船舶の安全評価手法を開発する。 
 
1.8 フロンティア分野               
（１）GPS衛星を利用した地球観測技術の開発 
国際地球科学リモートセンシングシンポジウム
において、米国の研究者が、GPS 衛星からの信
号を利用し全球レベルの海面環境を観測する
新技術を報告した。GPS はこれまでは、航行・測
位利用が大半であったが、これはGPSを構成要
素とするマイクロ波レーダ観測システムに相当す
る新たなリモートセンシング技術である。 
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2.特集 遺伝子組換え植物・食品に 
関する動向 
 
遺伝子組換え植物・食品は、世界の食料危
機や環境問題などの様々な課題解決に貢献す
るものとして重要である。また、近年の植物ゲノ
ム研究の進展により、一層有用な遺伝子組換え
植物の開発が期待されてきており、わが国でも
重要な課題として研究開発に重点を置いている
ところである。 
一方、遺伝子組換え植物の環境及び食品と
しての安全性については、ここ数年世界中で活
発に議論されており、わが国においては、現時
点では消費者による全般的な支持を得るにいた
っていない。このため、食品業界などの民間企
業が遺伝子組換え植物・食品の開発に参入し
にくくなっており、大学や公的研究機関等による
基礎研究の成果が実用化に結びつきにくい構
造となっている。 
本稿では、わが国における遺伝子組換え植
物を取り巻く諸情勢に対応して、遺伝子組換え
植物の研究開発及び安全性確保を推進するた
めの方策を検討した。 
 
 
 
3.特集 光通信技術の研究開発動向 
 
DSL や光ファイバーなどブロードバンドの普
及により、光通信システムの伝送容量の大容量
化に対する需要は一層大きくなると予想される。
今後も、これまでのように年 2倍以上のペースで
伝送容量の拡大が続くとすれば、約 5年で伝送
容量の限界に達する。しかしながら、現在のとこ
ろ、従来技術の延長による光ファイバーの伝送
容量の拡大という方向以外に、決定的なブレー
クスルーは見いだされていない。 
本稿では、こうした光通信技術の動向と今後
の研究開発の方向性について分析した。今後、
ブレークスルーを見いだすための方向性として、
量子通信技術を含めた基礎研究を産学官連携
で進めることの必要性を指摘している。 
 
 
 
 
 
 
４.特集 カリフォルニア州技術革新イニシ
アティブの動向 
 
カリフォルニア州で大規模な技術革新イニシ
アティブが産学連携により実施されている。これ
は、21世紀も同州が世界最先端のハイテク地域
であり続けるための同州の挑戦である。同イニシ
アティブの規模、フレーム、及びこれまで様々な
技術革新を生じてきた同州のポテンシャルを考
慮すれば、ここから、将来を切り拓く新技術が生
まれる可能性が高い。 
本稿では、同イニシアティブの中核機関や研
究費等を中心に概要を紹介する。 
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１．科学技術トピックス 
以下は科学技術専門家ネットワークにおける専門調査員の投稿（８月号は７月７日より８月３日まで）を
「科学技術トピックス」としてまとめたものです。センターにおいて、関連する複数の投稿をまとめ、また必
要な情報を付加する等独自に編集するため、原則として投稿者の氏名は掲載いたしません。ただし、投
稿をそのまま掲載する場合は、投稿者のご了解を得て、記名により掲載しています。 
 
1.1 ライフサイエンス分野 
 
（１）神経回路網形成を制御する新規蛋白質 
2001年7月6日号のScience（Vol.293, No.5527, 
Page 111-115）に掲載された、岡崎国立共同研究
機構・基礎生物学研究所の野田昌晴教授らが発
表した論文「Ventroptin : A BMP-4 Antagonist 
Expressed in a Double-Gradient Pattern in the 
Retina」を紹介する。 
脳・神経系における神経結合は、不規則に起こ
るのではなく、正しい結合相手を選択するという厳
然とした規則が存在する。神経結合の多くは、あ
る神経領域の神経細胞集団がその二次元的相対
的位置関係を保った形式で標的領域の神経細胞
集団と結合を形成する、いわゆるトポグラフィック
な投射である。眼の網膜から出る視神経は脳の視
蓋領域へトポグラフィックな投射を行う。野田教授
の研究グループは、発生途中のニワトリの網膜の
中で領域特異的に発現する分子を網羅的に単
離・同定し、その機能を明らかにする研究を行っ
てきた。 
今回、網膜において前後（頭足方向）、背腹の
両軸方向に対して濃度の勾配を持って発現する
分子 Ventroptin を発見し、それが骨誘導因子で
ある BMP-4の作用を抑える新規分子であることを
明らかにした。また、Ventroptinは、BMP-4と協同
して発生 2 日目に網膜の背腹軸の決定に関わっ
た後、引き続いて発生 6 日目から起こる網膜視蓋
投射を、前後軸・背腹軸の両方向に制御すること
が明らかになった。 
今回の成果は、これまで独立に制御されている
と考えられていた前後軸・背腹軸、両方向におけ
る投射制御に一つの分子が関わっていること、す
なわち両方向の投射が協調的に進行していること
を示した点が評価される。この研究成果は、神経
結合に普遍的に見られるトポグラフィックな投射を
理解する上で必要な新たな概念を提示するもの
であり、生物学において非常に重要な知見であ
る。 
（２）ヒト癌細胞由来のペプチドを認識する免疫細胞 
ベルギーのLudwig癌・細胞遺伝学研究所の
Probst-Kepper, M. 博士らが 2001 年 5 月号の
Journal of Experimental Medicine (Vol.193, No.10, 
Page 1189-1198)に発表した論文「An alternative 
open reading frame of the human macrophage 
colony-stimulating factor gene is independently 
translated and codes for an antigenic peptide of 14 amino 
acids recognized by tumor-infiltrating CD8 T 
lymphocytes」を紹介する。 
ヒトの血液の中に存在する白血球の中には、癌
細胞を他の正常細胞から識別して癌細胞のみを
破壊するキラーT 細胞と呼ばれるものが存在する。
一方､我々のからだのほとんどすべての細胞の表
面には、HLA 分子が存在する。HLA には血液型
のような個人差があり、臓器移植においてその型
の不一致が強い拒絶反応を誘導するので、臓器
移植に際して HLA 型を合わせなければならない
と言う側面のみが一般にはよく知られている。しか
し HLAの本来の機能は以下の点にある。HLA分
子は細胞の内で作られている蛋白質が分解され
てできた断片（ペプチド）を結合して細胞表面に
発現することにより、現在細胞内で作られている
蛋白質に異常がないかどうかをモニターする役割
を果たしている。つまり、もし細胞がウイルスに感
染していたり癌になっていたりすると通常は作られ
ない、ウイルスや癌細胞のみが作り出す特徴的な
蛋白質の断片が HLA 分子に結合して細胞表面
に出てくる。キラーT 細胞は血液やリンパ液の流
れに乗って全身を巡回し、我々のからだを構成す
る細胞の表面に出ている HLA分子をチェックして
いる。そして細胞表面のHLA分子にウイルスや癌
細胞に由来する蛋白質の断片が結合していると、
これを認識してウイルス感染細胞や癌細胞を破壊
して排除する。このようにして HLA 分子とキラーT
細胞の共同作業は、癌やインフルエンザなどのウ
イルス感染から人体を守る機能を営んでいる。 
今回の Probst-Kepper, M. 博士らの発見のポ
イントは、上記のキラーT 細胞が認識して癌細胞
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の破壊を誘導する癌細胞由来の蛋白質の断片の
でき方に関して、これまでに報告されたことがない
新しいメカニズムを明らかにした点にある。つまり
癌細胞と一部の正常細胞において、一つの遺伝
子の情報に従ってまったく構造の異なる 2 種類の
蛋白質が産生される場合があると言うことである。
そのうち一つは、まったく正常な蛋白質であるが、
もう一方は実際に体の内で役に立っているのかど
うか疑わしい小さな蛋白質であった。後者がさらに
分解されてできた断片が HLA 分子に結合して腎
臓癌細胞の表面に発現し、キラーT 細胞がこれを
認識して癌細胞を破壊することが発見された。こ
のようなメカニズムにより、癌細胞とごく限られた正
常細胞にのみ発現するユニークな蛋白質で、そ
の産生量が正常細胞に比べて癌細胞で非常に
大きくなっているものは、癌細胞をキラーT 細胞に
破壊させることにより癌を治療する方法を開発す
る際に癌ワクチンとして利用が可能であると期待さ
れる。 
（熊本大学大学院医学研究科 西村 泰治氏） 
 
 
 
1.2 情報通信分野 
 
（１）TOP500 スーパーコンピュータ   
世界中のスーパーコンピュータのランク付、
TOP500 リストが、6 月 21 日 Heidelberg で開催さ
れた SC2001国際会議で発表された。このリストは
Linpack という線形方程式を解くプログラムを用い
たベンチマーク結果の自己申告によって作成さ
れるもので、毎年 6 月と 11 月に発表されている。
自己申告であるため、必ずしもすべてのスーパー
コンピュータを網羅していない、汎用コンピュータ
も含まれる、ベンチマークに用いる浮動小数点計
算の速度がコンピュータの性能をすべて代表して
いるわけではないなどの問題もあるが、全世界で
の HPC（ハイパフォーマンスコンピューティング）
の傾向をつかむことはできる。 
ここ数年の TOPは 4台の米国 ASCIプロジェク
トの並列コンピュータが占めていたが、今回２位に
IBM SP Power3が、5位に東大に納入された日立
SR8000/MPPが入った。また 8位に大阪大学に納
入された NEC SX-5 がはいっている。１位が
7.23TFlopsの性能で上位 12位までが 1TFlops以
上の性能である。あっという間に TFlops①性能のコ
ンピュータが珍しくなくなりつつある。 
コンピュータの種類では、ベクトル型が約一割、
他はスカラー型である。ベクトル型はすべて日本
製であり、８位の NEC SX-5 がベクトル型ではトッ
プである。 
クラスタ（単体で市販されているコンピュータを
ネットワークでつなげたもの）のカテゴリーに属す
るシステムが今回 33 台あった。１年前は 11 台、2
年前は 6 台であったことを考えると、飛躍的に大
規模クラスタシステムが構築されているのがわかる。
今回、クラスタの中で一番高速なのは 30 位につ
けた IBMによるクラスタで、プロセッサ数1024のシ
ステムで 596GFlops①性能であった。100 台から
500 台規模のクラスタがほとんどであるが、今後も
このような規模のクラスタ導入が増えていくだろう。 
国別では米国がシステム数で約半数を占め、こ
れにドイツ、日本が続いている。ドイツと日本はシ
ステム数でここ数回 2、3 位を争っている。ドイツは
産業向けシステムが多く、自動車や航空機業界
での利用が進んでいるといわれるが、化学、金融、
通信での利用も多いようである。日本は逆にほと
んどが、大学、研究機関での利用であり、産業向
けシステムは少ないのが特徴である。国別のパフ
ォーマンス合計では日本が２位を維持しているが、
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ドイツとの差は縮まりつつある。米国との差は広が
っている。 
 
（２）有機半導体デバイスシンポジウム 
（独）産業技術総合研究所主催による、有機半
導体デバイスシンポジウム（モバイル端末用有機
デバイス開発への道）が、2001 年 7 月 26 日に機
械振興会館（東京）において開催された。産業技
術総合研究所 斉藤 和宏氏より報告があった。 
会場の収容人数は 120 名であったが、それを
超えて多数の立見参加者が出るなど関心の高さ
をうかがわせた。発表件数は 7 件であり、最後に
パネル討論が行われた。 
この分野では、当初は日本が世界に先行して
いたにもかかわらず、途中で国内の研究が衰退し
てしまい、近年では外国勢にリードを許している。
最近では、各種有機半導体においてキャリア移動
度がアモルファスシリコンと同程度のものが得られ
ている他、有機ＥＬ素子②が実用化されるなど、大
きな進展が見られるようになったこともあり、再び
国内で関心を呼ぶようになった。 
各発表者の見解を要約すると、有機半導体を
用いたデバイスのキーワードは、フレキシブル、大
面積、低コスト、モノリシック（基板上に全ての部品
を作り込む）であり、シリコン半導体分野との競合
ではなく、当面はローエンドユース、すなわち普及
品への適用を目指すべきであるという点で一致し
ている。具体的なイメージとしては、軽量なフレキ
シブル情報端末を全有機で実現するというのが
目標となるようである。 
 
----------------------------------------- 
用語説明 
①TFlops 、GFlops 
Flopsは１秒間に浮動小数点計算を何回行えるかとい
う、計算機の性能指標の一つ。T(テラ)は１兆、G(ギガ)
は１０億を表す。 
 
②有機 EL素子 
EL（エレクトロルミネッセンス）は、発光体（薄膜）を電
極で挟み込んだ構造の発光素子。陽極から正孔が、陰
極から電子が発光体に注入され、発光体内で正孔と電
子が再結合した際のエネルギーで、発光体が励起され、
光が発生する。発光体に無機材料を使用するもの、有
機材料を使用するものがあるが、特に高分子有機材料
を使用するものは印刷など簡単なプロセスで製造でき
るため、ディスプレイ素子として注目されている。製造プ
ロセスや材料の改良により、寿命や発色などの問題が
解決され、携帯電話やノートパソコンなどのＬＣＤ（液晶
ディスプレイ）に代わる表示素子として、ソニー、サムソ
ン他多数の企業が実用化を始めている。 
1.3 環境分野 
 
（１）気候変動枠組条約第 6 回締約国会議
（COP6）再開会合 
地球温暖化に関する国際的合意を形成するた
めに、去る 7月 16日から 27日まで、ドイツのボン
で気候変動枠組条約第 6 回締約国会議（COP6）
の再開会合が開催された。この会議の動向に関
する（財）地球産業文化研究所の田中加奈子氏
（会議に参加）と茨城大学の三村信男氏の報告を
以下にまとめる。 
 
１）会合の結果 
7 月 19 日～23 日に行われた閣僚級会合にお
いて、京都議定書の詳細ルールなどに関する政
治的合意に達した（ブエノスアイレス行動計画実
施のためのコア・エレメントについての合意＝通
称：ボン合意）。しかし、京都メカニズム、吸収源
（土地利用、土地利用変化、林業）、遵守に関し
ては、具体的なテキスト作りについて合意に至ら
ず、今年 10月からのCOP7にて再度議論すること
になった。なお、プロンク議長（オランダ国環境大
臣）提案の概要は次のとおりである。 
ａ.途上国への基金 
・新規で追加的な資金供与とし、気候変動枠組
条約上のものと、京都議定書上の適応基金と
に分けられている。ただし、具体的な金額は織
り込まれていない。 
ｂ.京都メカニズム 
・「国内対策が努力の重要な要素であること」と
の記述となっており、京都メカニズムは補完的
とする。 
・ ク リ ーン開発メカニズム （ CDM : Clean 
Development Mechanism ）、共同実施（ JI : 
Joint Implementation）については、「原子力施
設から得られるクレジットの使用は差し控えるよ
うに」と記されている。また、ODA の転用はでき
ない。小規模プロジェクト（再生可能エネルギ
ー事業：15MW 以下、エネルギー効率向上事
業：15GWh以下）は手続き等が優先される。 
ｃ.吸収源 
・日本は、森林管理で 1300 万炭素トン（基準年
排出量の約４％弱）までカウントできる。 
・CDM には、植林、再植林のみが適格とされて
いる。 
ｄ.遵守 
・不遵守時は、利子が上乗せされ（次期）削減量
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が 1.3倍となる。 
・具体的な内容は、第１回議定書締約国会合
（COP/MOP1）において決議することを勧告す
ることとなっている。 
この会合において、米国は、「京都議定書とは
異なる道を進む」と宣言してはいるものの、「途上
国援助のリーディングカントリーであったし、これ
からもそうだ」という意志の下で、資金拠出など
様々な援助を進めているのが実態である。また、
米国が押し進める温暖化研究では、影響予測や
脆弱性の評価などを重要項目としている。 
（（財）地球産業文化研究所 田中 加奈子氏） 
２）交渉の進展 
COP6再開会合での大枠合意は、CO2吸収源
などに関してEUなどが大幅に譲歩する事によっ
てもたらされた。これによって、合意が難しいとみ
られていた空気が変わり、日本の代表団にも合意
受け入れの機運が生まれた。最終的には、議定
書発効のキャスティングボードを握る日本の合意
に全体からの歓迎が寄せられたという。ボン合意
によって、EUは国際的な温暖化防止のモーメンタ
ムを維持することに成功し、日本やカナダは吸収
源に関して所期の目標を達成し、途上国は新た
な対策資金援助を手に入れるなど、参加各国が
納得できる妥協ラインであったという観測が出て
いる。詳細な運用規則など技術的な文書までは
合意に至らず、その取り扱いは10月のCOP7会合
に持ち越されたが、ボン合意によって各国の批准
に向けた法的準備が整いつつある。 
ボン合意によって、温暖化対策に向けた国際
的なモーメンタムが維持されたことの意味は、極
めて大きい。米国という最大の排出国の動向に関
する問題は残されたが、逆に、京都議定書の枠組
での国際的取り組みが進めば、米国も何らかの形
で温暖化対策に取り組まざるを得ないことになろう。
事実、最近の報道では、米上院外交委員会で、
ブッシュ政権に温暖化交渉に復帰するように求め
る決議がなされた。 
気候変動枠組条約と京都議定書は、「共通だ
が差違のある責任」という基本理念で、先進国と
途上国の協調をうたっている。具体的な制度設計
上で各国の利害が衝突するのは当然であるが、
対策の実施に向けて大きな合意が成立したことを
評価したい。 
（茨城大学広域水圏環境科学教育研究センター 
三村 信男氏） 
1.4 ナノテク･材料分野 
 
（１）軌道波「オービトン」を確認 
東京大学の十倉好紀教授と東北大の前川禎
通教授のグループは、Nature（Vol.410, Page 
180-183）に軌道波（オービトン）を確認したと発表
した。これは、電子の軌道が結晶中を少しずつそ
の形を変えながら伝搬するもので、固体中の集団
運動の新種として予言されていたが、今回、同グ
ループが精密な実験と具体的理論によって世界
で初めて確認したものである。 
固体物質では電子や原子、イオンは様々な集
団的運動を行っていて、磁性、超伝導、半導体、
誘電体などの応用につながる重要な性質が出現
する。その集団的運動にはフォノン①、マグノン②
などがあるが、さらに新種としてオービトンが存在
することが理論的に予言されていた（オランダのフ
ローニンゲン大のコムスキー教授他及び前川教
授他）。今回十倉グループは、オービトンを
LaMnO3におけるラマン散乱実験
③で確認した。ま
た、LaMnO3 がしめす巨大磁気抵抗
④の起源がオ
ービトンに由来する可能性のあることも指摘した。
これは固体物理学における重要な発見であると同
時に、最先端材料の発展に大きく寄与する可能
性のある成果である。 
 
（２）半導体薄膜の折り紙のような立体加工技術 
ATR 環境適応通信研究所の Vaccaro、久保田、
會田各氏は、Nature（Vol.411, Page 252）に半導
体薄膜を折り紙のように立体加工する技術を開発
したと発表した。 
例えば、ガリウム砒素（GaAs）基板上にエッチン
グ除去層を成長させ、その上にインジウムガリウム
砒素（InGaAs）層とガリウム砒素層を成長させる。
するとインジウムガリウム砒素層とガリウム砒素層
は格子定数の違いにより歪が内蔵される。エッチ
ング除去層をエッチングにより除去すると、歪の内
蔵されたインジウムガリウム砒素/ガリウム砒素層
は自発的に折れ曲がる。折れ曲がり角は、材料の
組成や膜厚を制御することにより、任意に設計で
きる。ＡＴＲでは、この技術を光デバイスへ応用す
るため、自動的に自立したミラーや 3 方を囲った
50マイクロメートル角の構造を作製した。 
この技術は非常に簡単なプロセスで１ミクロン以
下の立体構造及び光学特性が任意に作製できる
ので、光学デバイスやマイクロマシンの有力な技
術となる可能性がある。 
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----------------------------------------- 
用語説明 
①フォノン 
結晶中ではイオンが整列して格子を形成しているが、温度を
上げるとイオンの位置が振動し始める。これを格子振動とよぶ。
結晶全体に伝播する格子振動を粒子としてあつかったものをフ
ォノンという。 
 
②マグノン 
強磁性磁石はスピンと呼ばれる小さな棒磁石状のものが平
行に整列したもので、温度を上げていくと平行だった隣り合うス
ピンの間にわずかな方向のずれが生じ、それが結晶全体に波
状に伝播する。それをスピン波とよぶ。マグノンとはスピン波を
粒子としてあつかったもの。 
 
③ラマン散乱実験 
物質に光を入射し、透過あるいは反射してきた光のエネル
ギーを調べることにより、分子の振動・回転、格子の振動、電子
遷移などについて情報を得る実験。 
 
④巨大磁気抵抗 
磁場を印加すると大きく電気抵抗が変化する。LaMnO3など
のマンガン酸化物は通常の金属に比べて数桁大きな磁気抵抗
値を示し、ハードディスクの磁気ヘッドの材料として近年使用さ
れている。 
 
1.5 エネルギー分野 
 
（１）バイオエネルギー利用に関する研究動向 
－第 10回日本エネルギー学会大会から－ 
バイオエネルギーは、再生可能、正味の CO2
排出がゼロ、石油代替液体燃料への転換が可能
といった長所を有するため、地球温暖化対策技
術の一つとして、その利用に対する関心が急速に
高まりつつある。今年 3 月に策定された科学技術
基本計画において、バイオマスは新エネルギー
技術の具体例として示され、研究開発の重点化
対象として位置付けられている。また、6 月に公表
された総合資源エネルギー調査会新エネルギー
部会の報告書でも、バイオエネルギーの積極的
な導入促進がうたわれている。 
 
エネルギー源としてのバイオマスは、存在形態
（間伐材、製材木屑、黒液、廃材、畜産廃棄物、
生ゴミ、下水汚泥、エネルギー作物など）や利用
形態（発電、熱利用、液体燃料など）が極めて多
様であるため、その利用戦略の策定においては、
食料、木材・紙などバイオマスのエネルギー以外
の利用、さらには経済性などを考慮しつつ、総合
的にバイオエネルギーの資源ポテンシャルを評価
することが求められている。 
 
7 月 31 日～8 月 2 日に開催された第 10 回日
本エネルギー学会大会では、バイオエネルギー
の資源ポテンシャルと利用ビジョンに関して活発
な研究発表と議論が展開された。山地憲治東大
教授は基調講演「バイオエネルギーへの期待と課
題」の中で、バイオエネルギーが、大きな可能性
をもっているにもかかわらず一般社会に周知され
ていないことの要因として、 
①これまで新エネルギーとして明確に位置付けら
れていなかったこと 
②カーボンニュートラルである点が理解されにくく
クリーンエネルギーというイメージが弱いこと 
③形態が多様なため専門家の関心が分散し研究
分野として未確立な面があること 
④食料・木材・紙・繊維などエネルギー以外の用
途にも利用されること 
などを挙げた。さらに、バイオマスバランス表を
用いたわが国のバイオマスフローの解析、及び、
世界土地利用エネルギーモデル(GLUE モデル：
Global Land Use and Energy Model)を用いた世
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界の余剰耕地でのエネルギーの供給可能量と
種々の残渣系バイオマスの発生量評価結果も発
表した。 
このモデル解析によれば、わが国の残渣系バ
イオマスの実際的な利用可能量は 873PJ（ペタジ
ュール、1PJ=1015J）、石油換算 21 百万トンと評価
され、これは一次エネルギー所要量の約 4％に相
当するが、実際に利用されているのは、紙パルプ
産業における黒液・廃材の利用とごみ発電などに
よる石油換算約 5百万トンにすぎない。 
また、21 世紀における世界全体の残渣系バイ
オマスのポテンシャル（食糧等の需要を満たすに
必要な耕地等を除いた余剰耕地にエネルギー作
物を栽培し、これに副産物・廃棄物よりのエネル
ギーを含めた）評価も行われている。それによると
2050 年のバイマスエネルギーの供給可能量は
173EJ（エクサジュール、1EJ=1018J）あり、さらに余
剰耕地によるエネルギー作物の供給可能量は
110EJ、合計で約 280EJ となると予測されている。
これは、現在の世界でのエネルギー所要量の約７
割に相当する。 
なお、エネルギー作物の供給可能量の評価に
おいては途上国における食糧需給パラメータなど
の設定により大きな不確実性が伴う反面、残渣系
バイオマスは条件によらず安定的に大きな供給可
能量を有するとしている。 
 
同学会では、バイオマス利用を、エネルギー作
物と未利用資源系バイオマスに分け、さらに後者
を農産系、畜産系、林産系、都市ゴミ系の 4 つに
分類し、これら 5つのカテゴリーのバイオマス資源
利用についてのシステム評価や利用技術開発を
実施している。本大会では、各カテゴリーに対応
して、稲わら、畜産排泄物、間伐材・林地残材、生
ゴミ、エネルギー作物の利用に関するシステム解
析結果が報告された。いずれのケースにおいても
技術的には本質的な障壁は見当たらず、新エネ
ルギーとしては比較的大きなエネルギー供給力を
有し、畜産排泄物については、わが国の一次エ
ネルギー供給量の約 1％にも相当するエネルギ
ーポテンシャルが存在すると評価された。その反
面、原料バイオマスの収集や輸送などに要するコ
ストが高いため、既存の化石資源エネルギーに対
して経済的競争力を持たないという課題が浮き彫
りとなり、今後解決すべき研究開発の大きな要素
であることが認識された。 
 
1.6 製造技術分野 
 
（１）有機溶剤を使用しない有機電解合成① 
有機合成反応では通常、大量の有機溶剤を使
用するが、環境にやさしい技術の開発という観点
から、有機溶剤の代わりに水を用いる合成法の開
発が検討されている。電気エネルギーを使う有機
電解合成でも従来は有機溶剤を用いる系が多か
ったが、今回、水を用いる有機電解合成に関して
興味ある研究結果が発表された。 
2001年 6月 18～19日に開催された第 25回エ
レクトロオーガニックケミストリー討論会で岡山大
学工学部の田中秀雄助教授が発表したもので、
予め反応を仲介する化合物を結合したシリカ粒子
やポリエチレンなどのポリマー粒子を水中に分散
させた状態でアルコールの電解酸化を行うと、有
機溶剤を使う従来法よりも反応効率が優れている
事が報告された。また、これらの粒子は、反応に
使用したあとに容易に回収することができるので、
繰り返し使用ができるのが利点である。 
洗浄や抽出に用いる溶剤を含めて、系全体
の循環再利用（クローズドシステム）が構築でき
そうであり、今後の展開が期待される。 
 
 
----------------------------------------- 
用語説明 
①有機電解合成 
電気分解時に電極界面で起こる反応を利用する有機合成
法。 
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1.7 社会基盤分野 
 
（１）船舶の損傷時復原性に関する欧州プロジェ
クト－HARDER－ 
オランダの海事研究所 MARINがホストとなって、
船舶の損傷時安全性に関する欧州研究プロジェ
クト HARDER のワークショップが、去る 3 月 30 日
アルンハムで開催された。 
船舶の安全性については、国連の専門機関で
ある国際海事機関(IMO、本部ロンドン)が国際法
規作りを行っており、最近旅客カーフェリーの重
大海難が続いたこともあり、特に衝突などで損傷
した船舶の安全性要件についての議論が続いて
いる。 
HARDER プロジェクトは、この IMO における国
際的法規作成を学術的な側面から支援するため
に、欧州の海事関連研究機関(大学、研究所、協
会等)が一緒になって、船舶の衝突時の安全性を
評価する手法に関する研究を進めるものである。
3 ケ年間で、邦貨換算にして 4 億円余りをかけた
プロジェクトであり、その初年度の研究成果を報告
するのが本ワークショップの目的であった。同ワー
クショップには、プロジェクト参加メンバー(19機関)
だけでなく、IMO 関係者等も招待され、日本から
も 3名の研究者が参加した。 
日本における船舶の衝突安全性に関する研究
は非常に少なく、欧州のような大規模なプロジェク
トを立ち上げ、この分野の研究者層を厚くすること
が今後必要となるものと考えられる。 
（大阪府立大学工学部 池田 良穂氏） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1.8 フロンティア分野 
 
（１）GPS衛星を利用した地球観測技術の開発  
オーストラリアのシドニーで開催された国際地
球科学リモートセンシングシンポジウムで、7月
13日、米国インディアナ州パデュ（Purdue）大学
のジェームス・ガリソン助教授が、NASA、NOAA
及びコロラド大学との共同ミッションで、GPS衛星
からの信号を利用して全球レベルの海面環境を
観測する新技術を開発したと発表した。 
これは、常時GPS衛星から送信されるＬバンド
マイクロ波の海面反射波を航空機に搭載した受
信機で受信し、受信電波の遅延と電力の強弱
から海面の状態（乱れ）即ち海上風速を観測す
るものである。こうした航空機で実証した技術を、
今後は小型衛星に搭載して衛星による全球海
洋環境モニタリング計画を進めようという提案で
ある。 
これまでのGPS衛星利用は、米軍の開発目的
からして航行・測位利用が大半で、一部、電波
伝搬の遅延特性を利用した大気中の水蒸気観
測による気象利用があった。 
今回発表された観測技術は、GPSの新たな利
用分野の開拓であると同時に、GPSを構成要素
とするマイクロ波レーダ観測システムに相当する
新たなリモートセンシング技術の開発でもあり、
大いに注目される技術開発である。 
今後は、航空機では実証されているマイクロ
波受信機（いわゆる受動型マイクロ波センサー）
を応用した小型衛星による海洋リモートセンシン
グの実現を期待したい。 
（（財）リモートセンシング技術センタ  ー 飯塚 功氏） 
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２．特 集 ：遺 伝子組換 え植物 ・食 品 に関 する動向  
 
ライフサイエンス・医療ユニット  庄司 真理子、長谷川 明宏、茂木 伸一 
 
2.1 はじめに                         
 
遺伝子組換え植物・食品は、世界の食料危機
や環境問題などの様々な課題の解決に貢献する
ものとして大きく期待されている。また、近年のゲノ
ム研究の急速な進展により、有用な形質を付与し
た遺伝子組換え植物の開発が実現可能な段階を
向かえつつあり、こうした背景からも、遺伝子組換
え植物の開発への期待は世界的に一層強まって
いる。 
一方、わが国においては、現時点において、食
料供給が国内生産及び輸入により安定的に確保
されてきていること、また、遺伝子組換え食品の安
全性に対して消費者が抱える不安が未だ大きい
ことなどから、必ずしも多くの国民が遺伝子組換え
植物・食品の早期開発を待望しているという状況
にある訳ではない。 
しかしながら、中・長期的な視点に立って見た
場合には、 
 人口増加による世界的な食料需要の増大、
地球温暖化等による食料供給力の低下など
の不安材料がある中で、国民に対して食料
の安定供給を今後とも確保していくことが、
国家の重要な責務であると言えること 
 わが国における高齢化の進展等の状況の中
で、健康寿命を延伸し、活力ある長寿社会を
実現する上で、食品の技術革新の役割が期
待されること 
などから、国の政策として、遺伝子組換え植物・食
品の研究・開発を推進していくことが極めて重要
であると考えられる。 
先般、科学技術基本計画を着実に実行するた
め予算等の資源配分の考え方として、総合科学
技術会議により、「平成 14 年度の科学技術に関
する予算、人材等の資源配分の方針」が決定され
たところである。本方針においても、科学技術基
本計画における重点分野であるライフサイエンス
分野のうち、特に資源配分の重点化を図るべき研
究領域として、遺伝子組換え植物・食品の開発に
関連したものが、以下のとおり提示されている。 
 「活力ある長寿社会実現のための疾患の予
防・治療技術」として、「機能性食品の開発に
よる予防方策の高度化」 
 「物質生産及び食料・環境への対応のため
の技術」として、「植物、微生物等のゲノム解
析を進め、その成果を活用した、有用物質生
産工程の高度化、高品質かつ多様な作物及
び環境ストレス耐性作物の開発や環境汚染
物質の生物分解技術の開発」 
本稿では、わが国における遺伝子組換え植物
を取り巻く諸情勢に対応して、遺伝子組換え植物
の研究開発及び安全性確保を推進するための方
策を検討した。 
 
2.2 遺伝子組換え植物の現状            
 
2.2.1 世界で開発された遺伝子組換え植物 
世界で作出された遺伝子組換え植物の事例を
図表 1に示した。 
 
図表１ 世界で作出された遺伝子組換え植物の事例 
目的とする性質 事    例 
除草剤耐性 ダイズ、ナタネ、トウモロコシ、ワ
タ、イネ、コムギ、テンサイ、ジャガ
イモ、トマト、亜麻、ポプラ 
害虫抵抗性 トウモロコシ、ワタ、ダイズ、ジャガ
イモ、ナタネ、イネ、トマト、ナス、リ
ンゴ、タバコ、サトウキビ 
除草剤耐性か
つ害虫抵抗性 
トウモロコシ、ワタ 
耐病性 パパイヤ、スクワッシュ（カボチ
ャ）、イネ、コムギ、ニンジン、ナス、
トマト、ジャガイモ、キュウリ、スイ
カ、タマネギ、イチゴ、メロン、サツ
マイモ、サトウキビ、ヒマワリ、タバ
コ、ブドウ、リンゴ、ナタネ、ダイズ 
収量の向上 トウモロコシ、イネ、コムギ、ナタ
ネ、ダイズ、トマト 
不良環境耐性 トウモロコシ、コムギ、ワタ 
日持ちの改良 トマト、カーネーション、イチゴ、メロ
ン、ペチュニア 
成分や機能等
の改良 
高オレイン酸ダイズ、高ラウリン酸
ナタネ、高ビタミン（βカロチン含
有）イネ、タンパク質組成改変イ
ネ、タンパク質組成改変ダイズ、高
アミノ酸（メチオニン）コムギ、デン
プン組成改変（低アミロース）ジャ
ガイモ、繊維質改良ワタ、色変わり
カーネーション 
（農林水産省農林水産技術会議事務局作成資料を引用） 
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2000年には、4,000万 ha以上の遺伝子組換え
植物が世界で生産されているが、その栽培面積
のうち約 5割を除草剤耐性ダイズ、約 3 割を害虫
抵抗性トウモロコシが占めている。遺伝子組換え
植物の商業栽培は、2000年までに 13ヶ国で行わ
れており、年々栽培面積は増加している。世界の
栽培面積の約 7割が米国である。 
 
2.2.2 わが国における遺伝子組換え植物の栽培
と遺伝子組換え食品 
わが国において、一般に栽培が認められてい
る遺伝子組換え植物及び食品としての安全性審
査が終了した遺伝子組換え植物を図表 2 に示し
た。 
 
図表２ わが国における遺伝子組換え植物の栽培と
遺伝子組換え食品（2001年 7月 23日現在） 
（農林水産省 HPより科学技術動向研究センターで作成） 
ただし、わが国における商業栽培は、遺伝子組
換えカーネーションが小規模に行われてきたのみ
である。また、生のジャガイモ及びテンサイの輸入
は、植物防疫法により禁止されており、加工食品
としての輸入のみが認められている。 
 
2.2.3 目的別に見た遺伝子組換え植物の種類 
遺伝子組換え植物は、目的によって図表 3のよ
うにグループ分けができる。 
 
図表３ 目的別に見た遺伝子組換え植物の種類 
作物名 付加した特性 
(1)生産者にとってメリ
ットが大きい植物 
●除草剤耐性植物 ●耐虫
性植物 ●ウイルス耐性植
物  ●高生産性植物 ●耐
塩性植物 ●耐乾燥性植物 
●その他 
(2)消費者にとってメリ
ットが大きい植物 
●高品質植物（高オレイン酸
等） ●味の良い植物 ●価
格の安い植物 ●その他 
(3)発展途上国向けの
健康維持・病気治
療のための植物 
●ビタミンA強化植物 ●生
ワクチンを作る植物 ●医療
診断薬を作る植物 ●その
他 
(4)環境修復用の植物 ●重金属吸収・分解植物 ●
NOx や SOx を吸収・分解す
る植物 ●その他 
(5)その他 ●クリーンエネルギー生産植
物 ●その他 
（資料提供：筑波大学 鎌田 博氏） 
 
これまで遺伝子組換え植物の多くは、除草剤
や害虫などによる農作物の被害を軽減し、安定し
た作物収量を得る目的で開発されてきた。例えば、
土壌細菌 Bacillus thuringiensis（Bt）の殺虫性タン
パク質の遺伝子が導入された耐虫性植物、グリホ
サート剤などの除草剤の影響を受けない除草剤
耐性植物、ウイルス性の植物病害に抵抗性をもつ
耐病性植物などがある。これらの遺伝子組換え植
物は、第一世代の遺伝子組換え植物とも呼ばれ、
農薬散布等の労力軽減につながることから生産
者へのメリットが大きい。 
これらに対し、第二世代の遺伝子組換え植物と
して近年多く開発されてきているのは、食品として
の成分や味を改変した植物である。これらは食品
としての質的な付加価値が高く、消費者にとって
のメリットが大きい。例えば、血中コレステロールの
低下作用等が知られるオレイン酸を多く含んだ高
オレイン酸大豆や、アレルギーの原因となる物質
であるアレルゲンの生成を抑えた低アレルゲン米
などがある。 
作物名 
付加した特性 
一般圃場での栽培の
安全性が確認された
もの 
食品としての安全性
審査が終了したもの 
アズキ 害虫抵抗性  
イネ ウイルス抵抗性、低
アレルゲン、造酒用
低タンパク質、低グル
テリン、除草剤耐性 
 
カ ー ネ
ーション 
日持ち延長、色変わ
り 
 
カリフラ
ワー 
除草剤耐性、雄性不
稔 
 
キ ュ ウ
リ 
灰色カビ病抵抗性  
ジ ャ ガ
イモ 
 害虫抵抗性 
ダイズ 除草剤耐性 除草剤耐性、高オレ
イン酸 
テ ン サ
イ 
 除草剤耐性 
トウモロ
コシ 
除草剤耐性、害虫抵
抗性 
除草剤耐性、害虫抵
抗性 
トマト ウイルス抵抗性、高
ペクチン含有、日持ち
延長 
 
トレニア 色変わり  
ナタネ 除草剤耐性 除草剤耐性、雄性不
稔、稔性回復 
ブロッコ
リー 
除草剤耐性、雄性不
稔 
 
ペ チ ュ
ニア 
ウイルス抵抗性  
メロン ウイルス抵抗性  
ワタ  害虫抵抗性、除草剤
耐性 
                              科学技術動向 2001年 8月  
 
12 
次世代の遺伝子組換え植物として、健康維持
や医薬品の流通が困難な発展途上国への国際
貢献が期待されるものがある。例えば、感染症予
防のための経口ワクチンとしての機能をもつ植物
や、視覚障害などの原因となるビタミン A 不足を
解消するため、ビタミンAの元となるβ‐カロチンを
多く含む植物など、医薬品としての機能を付与し
たものがある。 
また、第一世代と同様の性格をもつその他の植
物としては、栽培に適さない生息環境（気候、土
壌特性等）でも一定の収量が得られる環境ストレ
ス耐性植物があり、食用以外の用途としては、環
境修復や環境浄化に役立つ植物やエネルギー
問題を解決するための植物（燃料用アルコールを
作る植物など）などの開発も進められている。 
 
実際に実用化されている遺伝子組換え植物は、
まだ第一世代の植物と第二世代の一部の植物に
すぎない。科学技術政策研究所による技術予測
調査では、遺伝子組換え植物の開発、実用化、
普及に関する実現時期は、図表 4 のように予測さ
れている。 
 
図表４ 第 7 回技術予測調査の遺伝子組換え植
物関連の技術課題 
技 術 課 題 
実現予測
時期(年) 
遺伝子組換え農作物の安全性を食品・
環境の両面で検討し、消費者にも理解し
てもらえる評価手法が開発される 
2011 
高齢者に特有の抗酸化機能、脳機能、
咀嚼機能の低下を防ぎ、健康な高齢社
会を食から支える食品が開発される 
2012 
遺伝子操作によって品種改良（収量、耐
病性、耐寒性等）された作物が日本で普
及する 
2013 
高コレステロール血症、高血圧、花粉症
等を予防する機能性成分を含む遺伝子
組換え食品が開発される 
2013 
植物における、低温等の外部情報の受
容から形質発現に至る情報伝達の分子
機構が明らかになり、低温耐性植物が
実用化される 
2014 
遺伝子組換え技術を利用した無農薬栽
培できる農作物等が、社会的理解を得
て普及する 
2015 
林木育種の分野に遺伝子操作、細胞融
合等の技術が適用され、花粉を出さない
スギ等、有用な特性を備えた針葉樹の
実用品種が日本で開発される 
2015 
個人の体質に応じて、生活習慣病の予
防が可能となる機能性食品が普及する 
2015 
NOx 等の環境汚染物質を除去可能な遺
伝子組換え植物や微生物が実用化され
る 
2018 
砂漠化を防止するための耐乾燥性・耐
塩性植物の育種技術が実用化される 
2018 
施肥料を減らせる環境保全技術として、
空中の窒素固定能力や土壌中のリン酸
固定能力を付与した作物が開発される 
2018 
炭化水素を高濃度に蓄積する燃料用植
物が実用化される 
2019 
（科学技術動向研究センター作成） 
 
（注）技術予測調査とは、デルファイ法（多数の人に同一
のアンケート調査を繰り返し、回答者の意見を収れんさせ
る方法）を用いて、今後 30 年間にわたる技術発展の長期
的展望を把握する調査。アンケート対象は約 4000名の産
学官の専門家。第 7回調査は、2000年に 2回のアンケー
トを実施し、2001年 7月に調査結果を公表した。 
 
2.3 わが国における研究開発動向         
 
2.3.1 遺伝子組換え植物をつくる技術 
（１）遺伝子の構造 
生物は一般に、DNA（デオキシリボ核酸）
という物質によって遺伝情報を伝達している。
DNA の塩基配列の一部には、遺伝子と呼ばれ
る領域があり、プロモータ （ー遺伝子の発現を
制御する領域）とタンパク質情報をもつ領域か
ら成っている（図表 5）。タンパク質情報をも
つ領域の塩基配列はタンパク質ごとに生物種
間で共通しているが、その発現を制御するプロ
モーターは、生物種、発現時期、発現部位、発
現量等によって異なるため、実際につくられる
タンパク質は生物種や部位によって異なる。プ
ロモーターとタンパク質情報をもつ領域とを
うまく組み合わせることで、目的とする生物の
部位で特定のタンパク質を発現することがで
きる。 
図表５ 遺伝子の構造 
（科学技術動向研究センター作成） 
 
（２）植物における遺伝子組換え技術 
植物の遺伝子組換え技術は、主に遺伝子導入
技術、遺伝子発現調整技術、組換え体選抜方法
の 3つに分類できる。 
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①遺伝子導入技術（外部から目的とする遺伝子を
植物細胞内に導入する技術） 
遺伝子導入技術の代表的な技術には、アグ
ロバクテリウムによる方法（有用遺伝子を土壌細
菌の一種であるアグロバクテリウムに組み込み、
その細菌の感染力を利用して有用遺伝子を植
物細胞に組み込む方法）やパーティクルガン法
（有用遺伝子を金などの微粒子に付着させ音
速以上の速度で細胞組織に撃ち込む方法）が
あり、世界的にも主にこれらの方法が用いられ
ている。 
しかし、植物細胞は動物細胞と異なり細胞壁
に覆われていることや、細胞の大きさが小さいこ
となどから、一般に遺伝子操作が困難である。
また、植物種によっては遺伝子を導入しにくい
ことなどから、効率よく遺伝子を植物細胞に導
入する技術が求められている。わが国における
遺伝子導入技術の開発に関しては、生物系特
定産業技術研究推進機構の助成事業により、
短波長のパルスレーザー光を用いた植物細胞
壁への微細穴加工技術（大阪大学大学院工学
研究科）が開発され、メガベース単位の改変染
色体や細胞小器官等の直接導入への技術的
発展が今後期待されている。 
 
②遺伝子発現調整技術（遺伝子の持つ性質が植
物に現れる度合い（遺伝子発現）を調節す    
る技術） 
遺伝子発現調整は、通常、プロモーターの
選択によって行われており、植物において特定
の組織で発現させるようなプロモーターの同
定・単離も進められている。 
また、特定の遺伝子機能を抑制する代表的
な技術には、アンチセンス法（発現を抑制した
い遺伝子に相補的な配列をもつ遺伝子を高レ
ベルで発現させることで、標的遺伝子の発現を
抑制する方法）がある。また、コサプレッション
法（標的遺伝子自身を導入した際に、標的遺
伝子の発現が極端に抑制される現象を利用し
た方法）があり、高オレイン酸ダイズの作出技法
としても用いられている。 
 
③組換え体選抜方法（遺伝子が組換えられた植
物細胞を選抜する技術） 
組換え体選抜方法には、目的とする遺伝子
以外に、目印として微生物由来の抗生物質耐
性遺伝子を一緒に導入する方法などが用いら
れている。しかし、微生物由来の抗生物質耐性
遺伝子が導入された遺伝子組換え食品は消費
者に不安を与えることなどから、これに依らない
手法として、日本製紙（株）が MAT ベクター法
を開発している。MAT ベクター法とは、目的と
する遺伝子以外に形態異常を誘導する遺伝子
を一緒に導入して、遺伝子組換えされた細胞を
肉眼で選抜し、その後、形態異常を誘導する遺
伝子を DNA上から離脱させる方法である。 
 
上記のような遺伝子導入法では、目的遺伝子
を染色体上のランダムな場所に組み込むことを前
提としている。特定の遺伝子をゲノムの特定の場
所に人為的に組み込む方法には、相同組換え
（同じ配列をもつDNA同士の間で組換えが起こる
現象を利用して、目的とする遺伝子を改変するこ
と）が一般に用いられる。この方法の確立によって、
特定遺伝子の機能抑制による有用農作物の作出
や、より詳細な遺伝子機能解析が可能になると期
待されており、高等植物では、特にこの技術開発
が最も望まれている。現在、コケの１種であるヒメツ
リガネゴケでは相同組換えが可能であり、これを
モデルとしてコケよりも高等な植物における相同
組換え技術の開発が試みられているが、開発に
当たっての困難性が高い。 
 
2.3.2 遺伝子組換え技術に関する特許 
前項の(2)に示した遺伝子組換え植物の開発に
必要な技術は、それぞれ有用技術に関する特許
が成立しており、商用目的で開発を行う研究機
関・民間企業等は、当該技術の特許権を所有す
る研究機関等から実施許諾を受ける必要がある。
これらのうち主要な特許を図表 6に取り上げた。 
商用レベルの研究開発において極めて重要な
技術であるアグロバクテリウムによる方法（アグロ
バクテリウム法、バイナリーベクター法）やパーティ
クルガン法等の遺伝子導入法、プロモーター等の
導入遺伝子の発現調整法、抗生物質耐性遺伝
子等の組換え体の選抜方法などの特許は、海外
の種苗・農薬メーカー等が主に所有している。な
お、これらの特許のうちの多くのものは、1980 年
代中頃に出願されており、その有効期限がここ数
年で消滅する。こうしたタイミングを踏まえて、今後、
現行技術の改良や、技術開発が求められる相同
組換えなどの先進的技術の開発につながる萌芽
的研究を育てつつ、有用遺伝子の探索等を進め
ていくことが重要である。 
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わが国においても、アグロバクテリウムによる遺
伝子導入が困難であった単子葉植物（イネなど）
への遺伝子導入法を複数種開発しているほか、
上述した MAT ベクター法など画期的な選抜方法
も開発している。 
 
図表６ 遺伝子組換え作物の開発に関する外国技術と国産代替技術 
技術の
分類 
外国技術 代替する国産技術等 
名称 特許権者 
(消滅年) 
名称 特許権者<開発者> 
(消滅年) 
遺伝子
の導入
法 
アグロバクテリウム法 マックスプランク研究
所(2004年) 
単子葉植物へのアグ
ロバクテリウムを用い
た形質転換法 
日本たばこ産業（株）
(2013年) 
単子葉植物の超迅速
形質転換法 
農業生物資源研究所
(2019年) 
バイナリーベクター法 モーゲン社(現ゼネカ
社)(2004年) 
 
エレクトロポレーション法 チバガイギー社(2005
年) 
ポリカチオン法 農業研究センター
(2014年) 
植物のプロトプラストの
形質転換法(PEG法) 
ノバルティス社 (2005
年) 
 
パーティクルガン法 デュポン社(2011年) 
ア グ ラ シ ー タ ス 社
(2007年) 
パーティクルガン法 レ ー ボ ッ ク 商 工
(株)(2012年) 
導入遺
伝子の
発現調
整法 
CaMV35S モンサント社(2004年) PR1プロモーター 特許なし 
<農業生物資源研究
所> 
ユビキチンプロモーター マイコジェン・プラント・
サイエンス Inc(1989年
5 月 17 日出願、未登
録) 
レトロトランスポゾンプ
ロモーター 
特許なし 
<農業生物資源研究
所> 
LHCPⅡプロモーター
(光合成関連遺伝子) 
農業生物資源研究
所(2010年) 
ダイズ緑斑紋ウイルス
プロモーター 
農業生物資源研究
所(2009年) 
アンチセンス技術基本特
許 
ニューヨーク州立大学
(2004年) 
ゼネカ社(2007年) 
 
組換え
体の選
抜方法 
カナマイシン耐性遺伝子 モンサント社(2004年) MATベクター法 日本製紙(株) (2015
年) 
ハイグロマイシン耐性遺
伝子 
イーラ イ ・ リ リ ー社
(2004年) 
 
（農林水産省農林水産技術会議事務局作成資料を引用） 
 
以上のことを踏まえると、現行技術に限って見
れば、特許の有効期限が消滅する技術と国内で
保有する有用特許を活用することにより、わが国
でも商用目的での遺伝子組換え植物の開発が実
施しやすい環境となることが今後見込まれる。例
えば、有用遺伝子を単離した大学、遺伝子導入
技術等の特許を有する公的研究機関、実際に品
種開発を行う地方自治体等の試験研究機関によ
る共同研究などにより、商用目的での遺伝子組換
え植物の開発が実施しやすい環境になるものと考
えられる。 
また、植物ゲノム研究などの基礎研究を実用化
へと発展させていくためには、民間企業の参入も
不可欠である。そのため、現時点では、食品業界
以外の業態での研究開発を促進するなどして、民
間企業の研究開発を活発化することも必要である。
例えば、工業用素材などの物質を生産する遺伝
子組換え植物など、重点化する研究開発の対象
に幅を持たせることで、様々な業種の民間企業の
参入を促すことにより、共通基盤技術の研究開発
体制の強化が図れると考えられる。 
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2.3.3 わが国における研究開発の実施状況と今
後のアプローチ 
わが国では、植物遺伝子の機能解明を通じた
有用遺伝子の探索や遺伝子発現等に関する基
礎研究、さらには、微生物等多様な生物の遺伝
資源収集を通じた有用遺伝子の探索等の基礎研
究が、国の公的研究機関や大学等を中心に比較
的活発に行われるようになってきている。しかし、
実際にはこうした研究機関での基礎研究が遺伝
子組換え植物の作出にまで発展するケースは、
現時点では少ない状況である。 
国の研究機関では、わが国の主要穀物が米で
あることから、イネを対象とした開発が多い。各都
道府県の試験研究機関では、イネの他、それぞ
れの都道府県の特産農作物を対象としてきたが、
最近では消費者に受け容れられ易い花卉などに
対象を切り替えたりしている傾向がある。種苗メー
カーや食品メーカーなどの民間企業による研究
開発も、遺伝子組換え食品が受け容れられない
状況から、花卉の色変わりや日持ち性を付与する
研究開発へと対象を切り替えたり、また、遺伝子
組換え食品の開発を推進していること自体が企業
イメージを低下させてしまうのではないかと不安を
抱いて、事業自体から撤退していく傾向にある。 
しかしながら、高品質で安定的な食料供給の
実現や、健康寿命の延伸などは、政策的に重要
な課題であることから、これらに寄与すると期
待される遺伝子組換え植物・食品の研究開発は
今後一層求められる。そのため、遺伝子組換え
植物・食品の研究開発をどのように進めていく
かを十分に検討することが、政府の取組として
求められる。 
国内生産を視野に入れた研究開発のアプロ
ーチとしては、 
①耐病性・耐虫性、多収性を付与し、食料の安
定生産に資する農作物の開発 
②輸入農作物との競争力のある高品質(食味･
加工特性)な農作物の開発 
③機能性成分に着目した新たな農作物(機能性
食品)の開発 
などが主に想定される。 
また、開発途上国における食料問題の解決等、
国際貢献を視野に入れた研究開発のアプローチ
としては、上記①のほか、 
④耐乾性・耐塩性等の環境ストレス耐性を付与
した農作物の開発 
などが主に想定される。 
なお、食用以外を目的とした研究開発のアプロ
ーチとしては、環境浄化やエネルギー問題を解決
するための植物の開発なども重要と考えられる。 
現時点では、比較的消費者にも受け容れ易いと
考えられる、健康促進や疾病患者のために必要
な機能を付与した遺伝子組換え植物の開発・普
及から着手することで、遺伝子組換え植物の市場
形成における支持を徐々に築いていくことも効果
的かもしれない。 
 また、近年急速に進展しつつあるイネを中心とし
た植物ゲノム研究により、目的とする形質を農作
物に付与するために必要な有用遺伝子が単離さ
れてきており、こうした成果をいち早く品種開発に
結びつけることも重要である。そのため、ゲノム研
究成果を踏まえた遺伝子組換え植物の作出とそ
の評価を迅速に行いうる体制（ゲノム研究を実施
する基礎研究機関と組換え体の作出及び有用性
の評価を行う農業試験場などの実証的研究機関
による連携体制）を整備していくことも必要であ
る。 
 
2.3.4 わが国の研究開発に関する推進方策 
以上のことを踏まえ、わが国における研究開発
の推進方策を模式的に表すと次ページの図表 7
のようなイメージとなる。 
植物遺伝子の機能解明を通じた有用遺伝子の
探索や遺伝子発現等に関する基礎研究、さらに
は、微生物等多様な生物の遺伝資源収集を通じ
た有用遺伝子の探索等の基礎研究については、
国の研究機関、大学、一部の民間企業を中心に
比較的活発に行われるようになってきており、バイ
オインフォマティクスやシステム生物学などの先端
的解析技術を積極的に導入して、引き続き推進し
ていくことが必要である。 
また、遺伝子の発現調整や遺伝子導入技術な
どは、遺伝子組換え植物を作出するに当たっての
汎用性が高い共通基盤となる技術であり、一つの
技術が多様な植物の作出に適用される可能性を
持つため、特許の有用性も極めて高い。海外に
おける研究開発動向を見ると、これらの有用技術
が特に民間企業の特許戦略を重視した研究開発
から創出される傾向が強い状況にある。 
しかしながら、わが国においては前述のとおり、
種苗及び食品メーカー等の民間企業では、消費
者動向や企業イメージの問題から、食用目的での
遺伝子組換え植物の研究開発に資金・人材を投
入することが困難な状況が今後しばらく続くものと
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考えられる（これらの企業に対し政策的助成措置
を講じようとしても企業イメージの低下等の問題か
ら、多くの企業がこうした助成措置を活用できない
恐れがある）。 
したがって、国の研究機関及び大学における
研究開発等を推進することに加えて、多様な業態
（環境修復・エネルギー・観賞用作物開発等）の
民間企業の参画を促しながら、応用研究を進め
共通基盤技術を確立していくことが、現状におい
てとり得る有効な選択肢であると考えられる。 
さらに、わが国においては実際に遺伝子組換
え植物を作出し、圃場試験段階にまで至るケース
が少なく、例えば単離した有用遺伝子等について
圃場試験レベルでの有用性・実用性に関する研
究データの蓄積が比較的少ない。作出した遺伝
子組換え植物の実用化の可能性や用途の有用
性などを評価し、基礎研究へと当該情報をフィー
ドバックする実証的段階の研究機能の強化も求め
られる。 
 
 
 
図表７ 遺伝子組換え植物の研究開発に関する推進方策 
 
 
※ 共通基盤技術である発現調整、遺伝子導入・選抜技術に関する革新的技術の開発には、分子生物学上の高度な基
礎研究の進展が必要とされる。 
（科学技術動向研究センター作成） 
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2.4 安全性確保に関する国際的な動き      
 
2.4.1 世界の安全性の概念 
遺伝子組換え植物・食品の安全性については、
ここ数年世界中で活発に議論されてきている。安
全性に関して国際的に広く用いられている主な概
念は、以下の通りである。 
 実質的同等性（substantial equivalence） 
食品としての安全性評価における基準と
なる概念。今まで安全に食べてきた経験のあ
る現在の食物を基準として遺伝子組換え食
品を評価する概念。 
 トレーサビリティ（traceability） 
    追跡可能性とも言う。食品の栽培・製造・流
通の全過程を遡っての追跡・特定を可能に
するという概念。 
 ファミリアリティ（familiality） 
   現在の環境安全性評価の基準となる概念。
環境安全性評価を行う上で、既にある知見
や経験に応じて適切な安全性確保を図ると
いう考え方。 
 
遺伝子組換え植物・食品に関しての国際的な
規制等の取決めは、経済協力開発機構（OECD）、
世界保健機構（WHO）、コーデックス委員会
（FAO（国連食糧農業機構）／WHO 合同国際食
品規格委員会）及び生物多様性条約締約国会議
で行われている。 
165 ヶ国が加盟しているコーデックス委員会で
は、遺伝子組換え食品の表示義務等の世界基準
に関する議論を進めている。遺伝子組換え食品
の安全性評価に関しては、わが国を議長国として
バイオテクノロジー特別部会が設置されており、こ
の中で「バイオテクノロジー応用食品のリスク・ア
ナリシスのための原則」及び「組換え DNA 植物由
来食品の安全性評価の実施に関するガイドライ
ン」が検討されている。2001 年 7 月に行われたコ
ーデックス委員会では、この 2 つの中間報告が了
承され、2003年の総会に向けて最終報告を取りま
とめているところである。 
環境への影響に関しては、2000 年 1 月にわが
国を含む 130 ヶ国以上が参加した生物多様性条
約特別締約国会議において、「バイオセイフティ
に関するカルタヘナ議定書」が採択された。この
議定書により、種子など直接環境に放出される遺
伝子組換え生物の最初の輸入に際しては、輸出
国が当該遺伝子組換え生物に関する情報を輸入
国に提供し、合意を得た後に輸出入の手続きが
開始されることなどが規定された。 
 
2.4.2 米国及び EUの動向 
（１）米国 
米国では、1986年に出された「バイオテクノロジ
ー の 規 制 に 関 す る 調 整 さ れ た 枠 組 み 
(Coordinated Framework for the Regulation of 
Biotechnology) 」に基づいて、環境保護庁（EPA）、
農務省（USDA）及び食品医薬品局（FDA）によっ
て規制が行われている。遺伝子組換え食品の表
示に関しては、法的な義務付けはされていない。 
米国では、遺伝子組換え植物への規制は緩和
の方向であったが、1999 年頃より消費者の意識
変化から、規制強化の動きが出てきている。大統
領府が発表した「食品とバイオテクノロジーに関す
るイニシアティブ」（2000 年 5 月）の中では、科学
的根拠に基づいた規制の強化と消費者への情報
提供の推進の方針が明らかにされている。また
FDA は、遺伝子組換え作物の事前届け出に関す
る規制と表示についてのガイドライン案を発表し
ており（2001 年 1 月）、米国内でも分別流通等に
ついての概念が取り入れられる動きにある。 
 
（２）EU 
EU では、「遺伝子組換え生物の環境放出に関
する指令（220/90）」に基づいて遺伝子組換え植
物・食品の規制を行っている。遺伝子組換え食品
に関しては、市場流通前の安全性審査と表示が
義務付けされている。表示内容は、遺伝子組換え
食品を含む全ての食品についてその旨を表示す
る他、アレルギー表示、倫理に関する表示などに
ついても義務化されている。EU は現在、EU 指令
（220/90）を改正すべく、トレーサビリティの概念を
も含んだ法案等の検討を進めているが、科学的
評価法やトレーサビリティの限界などの問題から
実行可能性等も懸念されている。 
 
2.5 遺伝子組換え植物・食品の安全性確保と
消費者への情報発信      
 
2.5.1 安全性確保のための行政制度 
わが国では、遺伝子組換え植物の環境への影
響や食品としての安全性に関しては、ファミリアリ
ティや実質的同等性などの国際的な考え方に沿
った安全性評価を実施している。    
環境に対する安全性については、基礎研究段
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階（①閉鎖系及び②非閉鎖系温室実験）を文部
科学省が、産業利用段階（③模擬的環境試験）を
農林水産省が担当してガイドラインを定めており、
①～③の栽培試験が段階的に行われる。 
①閉鎖系温室実験 
閉鎖されたガラス室内で行う実験。ここでは、
導入遺伝子が確実に後世代に伝わるか、有
害物質が産生されていないかなどの遺伝子
組換え植物の基本的な性質を調べる。 
②非閉鎖系温室実験 
外部との空気の出入が可能なガラス網室
で行う実験。コンクリート敷きや網を張るなどし
た温室で行われる。ここでは、花粉や種子の
性質、土壌微生物への影響などを調べる。 
③模擬的環境試験 
周りをフェンスで囲み、焼却炉、洗い場を
備えた小規模な隔離圃場で行う試験。ここで
は、導入遺伝子の発現、周囲の生物への影
響、花粉の飛散による環境への影響などを調
べる。 
また、食品としての利用については厚生労働省
が食品衛生法に基づき安全性審査を義務付けて
おり、畜産飼料としての利用については農林水産
省がガイドラインを定めている。 
 
2.5.2 環境影響評価に対する取組 
農作物としての環境影響評価は、ファミリアリテ
ィなどの考え方に基づいて定められた「農林水産
分野等における組換え体の利用のための指針」
に従って行われている。指針への適合確認の結
果や栽培試験の状況などは、農林水産省のホー
ムページ等によって公表されている。 
環境影響の評価を絶対的且つ普遍的なものに
するため、本指針も科学的知見をもとに必要と考
えられる評価項目を全て盛り込むことを基本として
作成されており、新たに明らかにされた科学的知
見等に対しては、追加試験に基づく評価項目の
見直しなどを適宜実施している。このような環境影
響に関する評価試験は、農業環境技術研究所を
中心に行っている。 
環境影響においては、環境が異なる海外での
調査結果を完全には国内に適用できないことから、
わが国独自の調査データを蓄積していくことも必
要である。更に、今後、国内で様々な遺伝子組換
え植物が大規模に商業栽培されることを想定して、
環境への影響について長期に渡ってモニタリング
していくことも重要である。また、環境影響調査に
は、植物学、生態学、微生物学、昆虫学、土壌学、
気象学など多岐にわたる学問が関与するため、
各分野の研究者の連携・強化を図ることも求めら
れる。 
 
2.5.3 食品としての安全性確保に対する取組 
（１）安全性審査について 
遺伝子組換え食品の安全性審査は 2001 年 4
月から義務化され、食品衛生法に基づく「食品、
添加物等の規格基準」に則って安全性審査を受
けていない遺伝子組換え食品の製造、輸入、販
売等が禁止となっており、違反した場合は罰則規
定も適用される。安全性審査は、開発者から提出
された安全性評価にかかる詳細な資料等に対し
て、専門家から成る薬事・食品衛生審議会で審査
されている。具体的には、挿入遺伝子の安全性、
挿入遺伝子により産生されるタンパク質の有害性
の有無、アレルギー誘発性の有無、挿入遺伝子
が間接的に作用し他の有害物質を産生する可能
性の有無、遺伝子を挿入したことにより成分に重
大な変化を起こす可能性の有無等について審査
されている。審査結果は、厚生労働省のホームペ
ージや官報などを通じて、適宜公表されている。 
安全性審査基準についても、環境影響と同様
に現在の科学的知見をもとに作成されていること
から、例えば、アレルギー発症のメカニズム等の
解明が進むなど、今後の科学的知見の集積に伴
って、適宜改訂していくことが必要であろう。 
 
（２）表示及びモニタリング検査について 
わが国では、遺伝子組換え食品が安全性審査
に基づいた正しい流通を確保するため、表示の
義務化及びモニタリング検査等が行われている。 
2001 年 4 月より、農林水産省では消費者の選
択に資するために、「農林物資の規格化及び品
質表示の適正化に関する法律（JAS 法）」に基づ
いて、厚生労働省では、公衆衛生の見地から「食
品衛生法」に基づいて、遺伝子組換え食品等に
対する表示の義務化を実施している。 
表示義務の対象農作物は、大豆、トウモロコシ、
ジャガイモ、ナタネ、綿実、及びそれらを原材料と
し加工工程後も組換えられた DNA 又はそれによ
って生じたタンパク質が残る加工食品（大豆、トウ
モロコシ等）である。これらの対象農作物について、
①分別生産流通管理が行われている遺伝子組換
え食品の場合、②遺伝子組換え食品と非遺伝子
組換え食品の分別生産流通管理が行われていな
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い場合、③分別生産流通管理が行われている非
遺伝子組換え食品の場合、の３種類に大きく分類
し、①と②については義務表示、③については任
意（表示は不要）表示としている。 
分 別 生 産 流 通 管 理 （ Identity Preserved 
Handling System）とは、IP ハンドリングとも呼ばれ、
非遺伝子組換え農作物など特定の品種に対して、
生産、流通及び加工の各段階で混入が起こらな
いよう管理し、そのことが書類などにより証明され
ていることを言う。一方、この管理が行われていな
い場合には不分別流通となる。わが国では、IP ハ
ンドリングを実施しても混入してくる意図しない遺
伝子組換え農作物の許容量を原材料に占める重
量割合の 5％までとしている。現在、流通し、利用
されている遺伝子組換え農作物は、安全性が確
認されたものではあるが、消費者の商品選択の目
的からは、今後も IPハンドリングの実施・管理が重
要となってくる。 
 
モニタリング検査は、安全性未審査の遺伝子組
換え食品が国内へ流入することを防ぐ目的や、表
示が正しく行われていることを確認する目的など
から、各検疫所や都道府県等で適宜行われてい
る。安全性未審査の遺伝子組換え食品の検出に
は、食品毎の検体採取方法や検知法として「組換
えDNA技術応用食品の検査方法について（厚生
労働省食発第 158 号）」が通知されており、検査
法の統一が図られている。 
 
2.5.4 消費者への情報発信に関する取組 
遺伝子組換え技術の進歩や遺伝子組換え植
物の開発が進む一方で、安全性に関する消費者
の不安も広がっており、十分な情報提供を行いつ
つ、これらに関する社会的なコンセンサスを形成
していく必要がある。 
平成 12 年度の農林水産省委託事業において、
農林水産先端技術産業振興センター（STAFF）が
実施した「組換え体の商業化に関する意識調査」
では、消費者の受け容れについて食品製造・小
売関係者とも、50％以上が「あまり受け容れていな
い」と回答しており、その理由としては、食品製造
関係者の 80％以上が「マスコミ情報から消費者に
不安が広がっている」「国等の公的機関がその安
全性について消費者に PR していない」を挙げて
いる。このような調査結果からも、行政機関等によ
る積極的な情報提供・情報交換は重要であると言
えよう。 
また、一般の市民が科学技術に参加し、それら
の要請に行政機関が応えていくための試みとして、
農林水産省からの委託を受けた STAFF が 2000
年7月～11月に「遺伝子組換え農作物を考えるコ
ンセンサス会議」を実施した。コンセンサス会議と
は、専門家でない一般の市民が特定のテーマに
ついて専門家の説明を受けた上で議論し、一定
の合意を得る方式の会議である。このような取組
は今後も重要であり、そのための専門家や行政機
関の協力は必須である。 
経済産業省では、インターネットを活用したネッ
トフォーラムを開催し、研究開発に関わる次期プ
ログラムについての討議の公開や意見募集を行
い広く意見交換を行っているところであり、テーマ
の一つである「生物機能を活用した循環産業シス
テムの創造」の中で、遺伝子組換え植物に関する
研究課題も取り上げられている。 
 
組換えDNA技術自体についても、文部科学省
は、高等学校等での教材として組換え DNA 実験
を行いたいとする要請に応え、特に安全性の高い
実験を対象とした「教育目的組換え DNA実験」を
新たに位置づけることとしており、遺伝子組換え
技術等の知識・理解を広く促進する取組を行って
いる。 
各行政機関や自治体では、以上のような取組の
他に、ホームページを通じた安全性に係る各種検
査・試験結果の公表、パンフレット作成、各種講
演会の開催等に取り組んでいるが、今後一層の
活動が求められる。また、各省や研究機関が持っ
ている様々な情報（研究課題、栽培状況、安全性
評価、検査結果、研究者情報、セミナーやコンセ
ンサス会議の情報等）を、総合的にデータベース
化し、網羅的に情報検索できるネットワークを構築
していくことなども今後必要であろう。 
 
2.6おわりに                      
 
わが国における遺伝子組換え植物・食品の研
究開発及び安全性確保に関わる取組について概
観した結果、今後の課題として、主に以下の点が
浮かび上がった。 
 
 植物ゲノム研究等の基礎研究の成果を実
用化へと発展させていくためには、遺伝子
組換え技術等の共通基盤となる技術の確
立が不可欠である。こうした技術開発では
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民間企業の参入も重要であるものの、わが
国でも遺伝子組換え食品に対して、消費
者の不安が高まっており、民間企業がこう
した研究開発に参入しにくい状況にある。
したがって、多様な業態（環境修復・エネ
ルギー・観賞用作物開発など）の民間企業
の研究開発を推進しながら、応用研究を
進め共通基盤技術を確立していくことが、
現状においてとり得る有効な選択肢である
と考えられる。 
 遺伝子組換え食品の実用化に当たっては、
消費者が比較的受け容れやすく、また社
会的にも有意義なものとして、健康促進や
疾病患者のために必要な機能を付与した
遺伝子組換え食品の開発・普及からまず
第一に進めることが有力な選択肢である。 
 食物アレルギー等に関する基礎医学的な
研究や、環境影響に対して新たに明らか
にされた科学的知見に対応した研究など、
安全性評価に関わる研究を引き続き行っ
ていくことが必要である。 
 混乱のない安全性表示を行うための仕組
みの整備や、行政機関などによる消費者
への積極的な情報発信を強化することで、
社会的コンセンサスを形成していく必要で
ある。 
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３．特 集 ：光 通信技術の研究開発動向  
 
情報通信ユニット  松久保 雅弘 
 
3.1 はじめに                      
 
1970年の AlGaAs系半導体レーザーの室温連
続発振成功及び低損失光ファイバーの開発以来、
光通信技術は主として幹線系通信網の大容量回
線として順調に発展してきた。光ファイバー1 本当
たりの伝送容量は年 2 倍以上のペースで増加し
続けており、2Tbps①程度の製品も出荷されるよう
になってきている。 
最近の DSL や光ファイバーなどブロードバンド
の普及により、光通信システムの大容量化の要求
が一層大きくなると予想されている。一方で、光フ
ァイバー１本当たりの伝送容量の拡大は限界に達
しつつあるといわれている。本稿では、光通信技
術の動向と今後の研究開発の方向性について概
観する。 
 
3.2 光通信技術の研究開発の歴史                      
 
光通信技術の研究開発は 1970 年代に入り活
発化した。まず、1.3μm 帯の波長を利用するシス
テムに関する研究開発が行われた。これは、この
波長帯における石英ファイバーの材料分散が小
さく、遠方まで通信可能であり、また当時 1.3μm
帯の波長を発振可能な InGaAsP半導体レーザー
が開発されていたためである。その成果として、
1983 年には通信速度 400Mbps、1987 年には
1.6Gbps①の光通信システムが実用化された。 
次に、中継器の数を減らしシステムの安定性を
向上させるため、石英ファイバーの損失が最も少
ない 1.55μm 帯の波長を利用するシステムの研
究開発が行われた。波長 1.3μm のシステムに利
用されていた InGaAsP 半導体レーザーを 1.55μ
m 帯で 400Mbps の高速動作をさせると、1.55μm
以外の所望しない波長の光パルスも多数発信さ
れるため、そのまま伝送すると信号が識別できな
いという問題があった。しかし、高速動作時におい
ても 1.55μm 帯の波長のみを発振する分布帰還
型（DFB）レーザーが開発され、1.55μm 帯システ
ムの開発が行われるようになった。 
1989 年には通信速度 600Mbps、1990 年には
2.4Gbps の光通信システムが実用化された。1989
年に、石英ファイバーのコア部分に Er（エルビウ
ム）という原子を添加し、光パルス信号を直接増幅
する光ファイバー増幅器が英国で発明された。光
ファイバー増幅器の登場は、光通信システムの無
中継伝送距離を大きく増大させた。また、光ファイ
バー増幅器は広帯域にわたって増幅が可能であ
るため、現在、設備化が進められている波長多重
通信技術の発展に大きな影響を与えた。 
 
3.3 通信の仕組み                   
 
光通信を簡単に説明すると「光を点滅させて光
ファイバーを通して信号を相手先に送ること」であ
る。半導体レーザーに入力する電気信号を on、
off させることで生成した光の点滅信号は、光ファ
イバーを通って相手先に到達する。相手先では、
伝送されてきた光の点滅信号をフォトダイオード
で電気信号に変換する。 
光通信システムの通信方式には、送信する信
号を一定の時間周期で区切ったスロットを通信チ
ャネルとして利用する時分割多重通信方式（図表
1）と、異なる波長の異なる複数の搬送波を１本の
ファイバーで同時に送ることにより、伝送容量を増
加させる波長多重通信方式（図表 2）の 2 種類が
ある。 
 
図表１ 時分割多重通信（TDM）の仕組み 
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光点滅信号
～～
半導体
レーザー
フォト
ダイオード
電気信号
中継局 /交換局
光点滅信号
中継局 /交換局
光点滅信号
光ファイバー
光ファイバー増幅器
t
t
t
t
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図表２ 波長多重通信（WDM）の仕組み 
 
1990 年前半までは時分割多重通信方式の光
通信システムが主流であった。しかし、1996 年に
北米通信業者が初めて波長多重方式の光通信
システムを採用したことを契機に、波長多重通信
方式の光通信システムが急速に増加している。 
 
3.4 国内外における光通信網の現状       
 
3.4.1 国内における基幹系光通信網の現状 
半導体レーザーやフォトダイオードといった発
光／受光デバイスの開発をはじめとする光通信シ
ステムの研究開発が進んだ結果、1980 年代前半
には光通信の基盤技術が確立された。国内にお
いては、1980 年代前半より基幹系光通信網の整
備が始まり、1985年には北海道から沖縄までを結
ぶ基幹系光通信網が完成した。その後も基幹系
光通信網の拡大が進められ、1992 年頃から急激
に増大し始めたネットワーク上を流れる情報量（こ
れを「トラフィック」という）への対応として、1996 年
には伝送容量 10Gbps の光通信網が新たに構築
された。一方、最近では KDDI による伝送容量
100Ｇbpsの JIH（Japan Information Highway）の運
用が 1999 年４月から、電力系 NCC10 社により設
立された「パワーネッツジャパン」による伝送容量
100Gbpsの光通信網の運用が 2000年 8月からそ
れぞれ開始されている。 
 
3.4.2 日本と海外を結ぶ光通信網の現状 
日本と海外を結ぶ国際光通信ケーブルにおい
ても、インターネットの利用増大による通信トラフィ
ックの増加に対応するため、伝送容量の大容量
化が図られている。 
図表 3 に示すように、日本で最初に運用された
国際光通信システムは、日本と米国を太平洋ル
ートで結ぶ「TPC‐3」であった。 
 
図表３ 日本を含む国際海底ケーブル網 
（2000年 2月現在） 
（出所 平成 12年版通信白書（総務省）） 
名称 
伝送容量 
(bps) 
距離(km) 運用開始
（年） 
陸揚げ地 
TPC-3 840M 9070 1989 日本（千倉）、米国（グアム、ハワイ） 
TPC-4 1.12G 9850 1992 日本（千倉）、米国（ポイント・アリーナ）、カナダ（ポートアルバニー） 
TPC- 
SCN 
10G 25000 
1995 ，
1996 
日本（宮崎、二宮）、米国（バンドン、サンルイス・オビスポ、ハワイ、グア
ム） 
NPC 420M 30000 1990 日本（三浦）、米国（パシフィックシティ、セワード） 
APC 1.68G 7500 1993 日本（宮崎、三浦）、台湾（頭城）、香港、マレイシア、シンガポール 
APCN 10G 15000 
1996 ，
1997 
日本（宮崎）、韓国（釜山）、台湾（頭城）、香港、フィリピン、マレイシア、シ
ンガポール、タイ、インドネシア、オーストラリア 
R-J-K 1.12G 1715 1995 日本（直江津）、ロシア（ナホトカ）、韓国（釜山） 
H-J-K 560M 4600 1990 日本（千倉）、韓国（済州島）、香港 
C-JFO
SK 
560M 1250 1993 
日本（宮崎）、中国（ナンホイ） 
FLAG 10G 27000 1998 
日本（沖縄）、韓国（巨済）、中国（ナンホイ）、香港、タイ、マレイシア、イン
ド、エジプト、イタリア、スペイン、英国 
SEA-M
E-WE3 
20G 38000 1999 
日本（沖縄）、韓国（巨済）、中国（上海、汕頭）、台湾（頭城、枋山）、香港、
マカオ、フィリピン、ブルネイ、ヴィエトナム、シンガポール、マレイシア、イ
ンドネシア、オーストラリア、タイ、ミャンマー、スリランカ、インド、パキスタ
ン、アラブ首長国連邦、オマーン、ジブチ、サウジアラビア、エジプト、トル
コ、キプロス、ギリシャ、イタリア、モロッコ、ポルトガル、フランス、英国、ベ
ルギー、ドイツ 
PC-1 160G 20900 2000 日本（阿字ヶ浦、志摩）、米国（ノーマ・ビーチ、トロ・クリーク） 
China- 
USCN 
80G 30000 2000 
日本（千倉、沖縄）、中国（崇明、汕頭）、韓国（釜山）、台湾（枋山）、米国
（バンドン、サンルイス・オビスポ、ハワイ、グアム） 
＜注：米国本土～グアム間については 2000/第３四半期に運用予定＞ 
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ケーブルこう長は10000km、伝送容量840Mbpsで
1989 年に運用が開始された。1995 年には日本、
ロシア、韓国を結ぶ通信システム「R-J-K」等様々
な国際光通信システムの運用が始まった。 
最近では、1999年 6月から日本、台湾、韓国、
中国、香港、マレーシア及びシンガポールをルー
プ状に結ぶ「APCN２」と呼ばれる光通信ケーブル
の構築が進められており、2002 年の運用開始予
定である。このシステムには、DWDM（高密度波
長多重伝送）と呼ばれる技術が用いられており、
1280Gbpsの伝送容量を有する。 
 
3.5 光通信技術の研究開発動向          
 
3.5.1 光ファイバーの伝送容量の大容量化 
光ファイバーの伝送容量の増加に向けて 
①新しい波長帯域で増幅可能な光増幅技術 
②一定の波長帯域において多重可能な光信
号の数を増加するための信号変調技術 
に関する研究開発が進められている。 
2001年 3月に米国で開催された「光ファイバー
通信国際会議（OFC2001）」において発表された
波長多重伝送システムの中で、NECの光ファイバ
ー１本当たり 10.9Tbps（40Gbps/波長×273波長）
のシステムと、Alcatel 社の 10.2Tbps（42.7Gbps/
波長×256 波長）のシステムが、伝送容量が最も
大きいものであった。 
NEC のシステムの主な特徴は、現行の光増幅
器の主流であるエルビウム光増幅器の増幅帯域
である C バンド（1527nm～1563nm）、L バンド
（1570nm～1610nm）に加えて S バンド（1477nm～
1508nm）と呼ばれる新たな波長帯域用の光増幅
器を開発したこと、及び信号を高密度配置するた
めに偏光の直交性を利用した多重・分離技術を
用いている点である。 
また、Alcatel 社のシステムの主な特徴は、偏光
の直交性を利用した多重・分離技術に加え、VSB
（vestigial side band）変調方式という無線でよく利
用される技術を用い、周波数利用効率②を向上さ
せ、多重する波長数を増加させた点である。 
一方、VSB 変調方式より周波数利用効率が高
い SSB（single side band）変調方式に関する研究
開発については、独立行政法人通信総合研究所
が行っている。 
図表 4に SSB変調方式とVSB変調方式の特徴
について示す。 
 
図表４ SSB変調方式と VSB変調方式について 
3.5.2 ネットワークの接続部における経路制御の
高速化 
（１）光スイッチの研究開発 
最近、波長多重通信ネットワークが数多く導入
されるようになり、波長多重通信ネットワーク同士
を相互接続する中継点が増加している。 
ある回線に障害あるいはトラフィックの集中が生
じて別の回線に経路を変更する場合、多重された
光信号から所望の光信号だけを取り出すあるい
は別の波長に変換する必要がある。 
現在、これらの処理を行うため、光信号を電気
信号に変換しているが、光信号を電気信号に変
換するための電気回路や半導体レーザーなどの
デバイスを多重する波長数の数だけ用意している。
しかし、最近、多重する波長数が 100 波を超える
波長多重伝送システムの実用化されるようになる
と、変換回路の大規模化による製造コストの上昇
が懸念されている。このため、光信号を電気信号
に変換することなく光信号のままで経路を変更す
ることができる光交換機が注目されており、光交
換機の心臓部である光スイッチの実用化を目指し、
世界で 100 社以上の光スイッチ関連企業が研究
開発を行っている。 
光スイッチの方式には、日立金属が製品化して
いる「メカニカル型」、NTT が製品化している「平
面光導波路型」、Lucent 社等が開発している「ミラ
ー型」、米 Agilent 社等が開発している「バブル
型」の４種類がある（図表 5）。 
「メカニカル型」とは、光ファイバーを電磁力で
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移動させることで経路を変更させる方式である。
「平面導波路型」とは、光導波路上にペルチェ素
子やヒーターを設置し、温度により導波路の屈折
率が変化する現象（これを熱光学効果という）を利
用して経路を変更させる方式である。「ミラー型」と
は、Si基板上に微小な鏡を配置し、鏡の角度を変
えることで経路を変更させる方式である。「ミラー
型」には、一軸方向に微小な鏡を回転させる「2次
元型」と二軸方向に微少な鏡を回転させる「3次元
型」の 2 つの方式がある。「バブル型」とは、光導
波路上にオイルをためた壁を設け、そこに泡を発
生させることにより、光の経路を制御する方式であ
る。 
以上挙げた 4種類のうち、チャネル数の大規模
化が可能なのは「ミラー型」であり、LSI 製造技術
を基礎とした「MEMS（Micro Electro Mechanical 
System）」製造技術を用いて微少な鏡を集積化し
たMEMSスイッチが注目されている。MEMSスイッ
チを用いた交換機としては、ルーセントテクノロジ
ーズ社の「Lambda ルーター」が商用化されている。
この交換機は入・出力ポートが合計 256 個、各ポ
ートの処理容量は 40Gbps であり、交換機全体の
処理容量は 10.24Tbps（256×40Gbps）である。ま
た、同社は、入・出力ポートが合計 1296 個、各ポ
ートの処理能力が 1.6Tbps の MEMS 交換機を開
発中である。この交換機全体のスイッチング能力
は2.07Pbps①（1296×1.6Tbps）であり、高速なスイ
ッチング速度を必要とし、100波を超える光信号が
伝送される基幹系通信網の光交換機として期待
されている。 
 
（２）光パケット交換技術 
音声や画像等マルチメディアデータを効率よく
伝送するために、データを一定の長さに分割し、
分割したそれぞれのデータに送信先のアドレス等
の制御信号を付加したデータ（これを「パケット」と
いう）を伝送する「パケット通信方式」が現在の通
信方式の主流である。パケットを光の状態のまま
高速に処理するためには、「光パケット交換」技術
が必要となる。 
光パケット交換技術の実現に向けた研究開発
が独立行政法人通信総合研究所において進めら
れている。光符号分割多重通信（OCDM）と呼ば
れる技術を用いた光ルーターを作ることにより、理
論上、電子交換機の 1000 倍程度処理速度を向
上させることができる。光符号分割多重通信とは、
半導体レーザーで生成された信号を光直交符号
という特殊なパターンを持った符号に変換したうえ
伝送を行い、受信側で符号データと受信データ
のパターン比較をして一致するデータだけを取り
出す通信方式である。この通信方式を用いると、 
〇ネットワーク構成を単純化することができる 
〇ネットワーク全体のスループットが向上する 
〇通信セキュリティが向上する 
等の利点がある。 
光符号分割多重通信技術に限らず、光で制御
するルーターを開発するには、光信号を一時的
に溜めておく光メモリの開発が重要な課題である。
例えば、同じ方向に行きたい 2 つの光信号が同
時に伝送されてきた場合、一方の信号を待たせる
必要がある。このとき、光メモリが実用化されてい
れば、一方の光信号を光メモリに一時的に溜めて
おき、他方の光信号のルーティング処理が終了し
た後、光メモリに溜められた光信号のルーティン
グ処理を行うという、既存のルーターと同じ高度な
ルーティング制御を行うことができる。 
 
図表５ 光スイッチの種類 
 
（３）量子通信技術 
数年前から欧米を中心に光の粒子性を利用し
た量子通信技術に関する研究開発が進められて
いる。量子通信技術の実用化により、絶対に盗聴
されない暗号通信や現在の光通信技術における
伝送容量の限界を打破する超高速通信等が実現
される可能性があり注目されている。これまでは民
間企業、大学、国立研究機関の一部で主に理論
的研究が行われているのみであり、実用化には相
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当の時間を要する。 
わが国では、今年度から総務省が中心となって
産学官で分担・連携した研究開発プログラムが開
始されている。 
 
図表６ 第７回技術予測調査における量子通信
技術関連課題の重要度と実現時期 
分  
野 
課  題 重要度 
実現時
期（年） 
情報・
通信 
光増幅器で発生する雑
音をほとんど抑制するこ
とができる（ショットノイズ
リミット通信を可能とす
る）量子光通信方式が開
発される。 
74.1 2017 
エレク
トロニ
クス 
量子コンピューティング
等による、超高速計算や
セキュリティ機能に応用
できる量子位相デバイス
が実用化される。 
66.0 2020 
（科学技術動向研究センター作成） 
 
3.6 光ファイバーの伝送容量の限界        
 
今年６月にBell研究所の研究者グループは、現
在利用可能な波長帯域での伝送容量の限界はノ
イズや干渉が無い場合には光ファイバー1本あた
り100Tbpsであるが、ファイバーの非線形効果によ
るノイズを考慮するとその半分から2/3程度になる
ことを計算から見いだした。（Natur誌 2001年6月
28日付） 
図表７は、1990年代の光ファイバー1本当りの
伝送容量の拡大をみたものである。1991年頃に
は実験室レベルと製品レベルでは約10倍の差が
あるが、その後次第に縮小してきていることが認
められる。 
現時点における光通信システムの伝送容量は、
製品化されたシステムで光ファイバー１本当たり
2Tbps程度、研究開発中のシステムで光ファイバ
ー1本当たり10Tbps程度である。これまでのように
年2倍以上のペースで伝送容量の拡大が続くとす
れば、約5年で限界に達することとなる。 
 
 
 
 
 
 
 
図表 7 光通信システムの伝送容量の推移 
 
（日経エレクトロニクス 1月 29日号 p153図１に掲載された
データを基に科学技術動向研究センターで作成） 
 
3.7 おわりに                       
 
DSL、CATV回線あるいは光ファイバーを利用
したインターネット接続サービスの利用者の増加
に伴い、光通信システムの伝送容量増の要求は
今後も続くであろう。そのため、メーカー間の競争
が非常に激しく、伝送実験に成功した光通信シス
テムがすぐに事業化される状況にある。 
一方、前述のように、これまでのペースで伝送
容量が拡大されれば、5年後には伝送容量の限
界に達することになるにもかかわらず、ブレークス
ルー技術が見いだされていない。 
企業で行われるであろう既存技術の延長となる
研究開発と平行して、量子通信技術を含む次の
段階に進むための基礎研究を産学官連携で進め
る必要があろう。 
 
----------------------------------------- 
用語説明 
①Ｇbps、Ｔbps、Pbps 
G（ギガ）は 10９、T（テラ）は 1012、P（ペタ）は 1015。bps（ビット
パーセカンド）は伝送容量を表す単位。ちなみに、TV 程度の動
画像をリアルタイムに伝送するのに1.5Mbps程度が必要である
といわれ、１Gbpsの通信システムでは約660軒、１Tbpsの通信
システムでは 6600軒の家庭に伝送することが可能である。 
 
②周波数利用効率 
一定の波長帯域に多重する波の密度を高め伝送容量を大容
量化する方法がある。この密度の大きさを周波数利用効率とい
い、値が大きいほど、光信号と光信号の間隔すなわち波長間
隔を狭くすることができ、一定の波長帯域において多くの信号
を多重することが可能である。単位はｂｉｔ/s/Hz。 
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４．特 集 ：カリフォルニア州技術革新イニシアティブの動向  
 
情報通信ユニット  清貞 智絵 
 
4.1 緒言                         
 
カリフォルニア州で、産官学の連携による大規
模な技術革新イニシアティブ（以下、CISI イニシア
ティブと称す）が実施されている。 
その目的は、21 世紀もカリフォルニア州が世界
最先端のハイテク地域でありつつけるために、20
～30 年後を見越した技術革新の基盤を構築する
ことである。2001年～2004年にわたる 4年間のプ
ログラムとなっており、予算は総額12億ドル以上と
なる見通しである。 
同州は、過去 30年間、ITやバイオテクノロジー
等の技術革新に成功し、次々と新規技術を世に
送り出してきた。こうしたポテンシャルを持つカリフ
ォルニア州が、大規模な技術革新イニシアティブ
を始めたことは注目に値する。 
本稿では、CISI イニシアティブの中心となって
いる CISI（カリフォルニア科学・技術革新研究所）
の概要や研究費を中心に同イニシアティブの概
要を紹介する。 
 
4.2  CISI イニシアティブの発端           
 
CISI イニシアティブを初めに提唱したのは、カリ
フォルニア州のデービス知事である。 
最近、カリフォルニア州から州外へ移転する企
業が増えている。この背景には、ここ数年、同州で
ネットビジネスを中心に好景気が続いたため、労
働賃金や家賃が高騰していること、及び昨年来の
カリフォルニア電力危機がある。 
このため、デービス知事は、同州の研究開発力
が低下することを懸念し、CISI イニシアティブに取
り組むこととした。 
 
4.3  CISI イニシアティブの中核機関        
 
CISI イニシアティブは、カリフォルニア州立大学
（UC）内に設置された「カリフォルニア科学・技術
革新研究所（CISI）」を中心に進められる。 
CISIは、図表 1に示す 4機関で構成される。こ
れらの機関は、UC 各校によって共同設立され、
研究開発活動には、他の UC 校、カリフォルニア
州の国立研究所及び企業等も参加している。 
 
図表 1 CISIの構成機関 
機関 UC内主担当校 
QB3 
California Institute for 
Science and Innovation in 
Bioengineering, 
Biotechnology and 
Quantitative Biomedicine 
・ サンフランシスコ校
（リーダー） 
・ バークレー校 
・ サンタクルーズ校 
CAL（IT）2 
California Institute of 
Communications and 
Information Technology 
・ サンディエゴ校（リ
ーダー） 
・ アーバイン校 
CNSI  
California Nanosystems 
Institute 
・ ロサンゼルス校（リ
ーダー） 
・ サンタバーバラ校 
CITRIS  
Center for Information 
Technology Research in 
the Interest of Society  
・ バークレー校（リー
ダー） 
・ デービス校 
・ サンタクルーズ校 
・ マースド校 
 
4.4 CISIの学際研究                  
 
QB3 はバイオ、CAL（IT）2は IT、CNSI はナノテ
クノロジー、CITRIS は社会における IT をコアとし
て、それぞれ他領域を融合しつつ、学際研究を進
めている。 
 
（１）QB3 
QB3 の目標は、原子やたんぱく質から、細胞、
皮膚、器官、生体系全体に至るまで、様々なレベ
ルで生体機能を解析し、複雑な生体系の仕組み
を解明することである。 
このため、バイオメディカルをベースに、数学、
物理、化学、工学等を融合させながら研究が進め
られている。 
 
（２）CAL（IT）2 
CAL（IT）2 は、大容量・高速通信が可能なブロ
ードバンドネットワーク時代の到来を目前に控え、
電気・電子工学、ソフトウェア工学、通信工学、認
知科学及び社会学等、様々な分野の専門家が集
まって、「10 年後にはどういったインターネット環
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境になり、どういったサービスの需要があるの
か？」等の議論を繰り返し、将来必要となると考え
られるデバイス技術及びアプリケーションの研究
を進めている。現在進行中の主なテーマは図表 2
の通り。 
 
図表２ CAL（IT）2の主要テーマ 
テーマ 概要 
Smart Roads 道路に装着したセンサーを利用し、交
通量を計測することで、渋滞を解消す
るシステムを構築する。また、自動車が
互いに交信し、「無事故・無渋滞」を可
能にする交通システムを構築する。 
一般家庭の
PCを利用した
大規模解析 
一般家庭のパソコン数百万台をつな
げ、遺伝子解析等の大規模計算を実
施するためのソフトウェアを開発する。 
環境・土木モ
ニタリング 
公害予測や地震観測の精度を高める
ため、モバイル機能があり、高性能な
各種センサーを開発する。 
 
（３）CNSI 
CNSI では、材料学、オプトエレクトロニクス、バ
イオミメティックス、分子生物学等、様々な分野の
専門家が集まり、ナノスケールの各種研究開発を
進めている。 
具体的な研究テーマは図表 3の通り。 
 
図表３ CNSIの主要テーマ 
テーマ 概要 
ナノ構造 原子レベルの構造解析及び構造設
計等。 
ナノ画像 原子レベルの画像処理、画像解析技
術の研究開発等。 
シミュレーション 原子レベルでの材料物性や結晶成
長に関する数値解析等。 
分子医療 ナノシステムを利用した病原性遺伝
子の突然変異に関する研究等。 
ナノデバイス 分子エレクトロニクスによるアーキテ
クチャー及びデバイスの開発等。 
 
（４）CITRIS 
CITRISは、「今後、ITは独自に発展するのでは
なく、社会への適用において新たな展開を迎え
る。」と予測し、SISs（Societal-scale Information 
Systems）の研究に取り組んでいる。 
SISs は、社会ニーズに応じ、小さなセンサーや
アクチュエーターから携帯情報端末、ワークステ
ーション、部屋一杯のスーパーコンピュータ群等
の様々なデバイスを統合したシステムで、図表 4
の個別テーマに沿った研究が進行中である。 
図表４ SISsの主要テーマ 
テーマ 概要 
エネルギー
効率向上 
低価格の小型センサーをネットワークで結
び、エネルギー利用を制御する。 
交通 カリフォルニア州の道路にセンサーを整備
し、これらをネットワークでつないで各地の
交通量を分析することで、最適ルートを算
出する。 
防災（地震
対策） 
建築物、橋、ライフラインネットワーク等の
状態がリアルタイムで分かる情報システ
ム、及び分単位で市民1人1人の安否を救
急隊員へ知らせる情報システムを構築す
る。 
教育 カリフォルニア州の学校や企業へ遠隔教
育プログラムを提供する。当面は、UC マー
スド校の学部生を対象とした情報通信の授
業を対象とする。 
ヘルスケア 患者の体調の異変を検出し、医者へ知ら
せるセンサーを開発する。また、へき地の
住人や兵士の健康状態をモニタリングする
デバイスを開発する。 
環境 まず、カリフォルニア州のモントレー湾から
南カリフォルニア都市部にかけて環境計測
するシステムを開発する。次に、環境に応
じて農作物の品質を改良する smart 
farming を開発する。 
 
4.5 CISI イニシアティブの研究費          
 
カリフォルニア州政府は、QB3、CAL（ IT） 2、
CNSI、CITRIS ごとに、4 年間で 1 億ドル（約 125
億円）を出資する。 
さらに、州政府は、各機関に州政府拠出金の 2
倍以上の研究費を外部（企業、連邦政府等）から
調達することを義務付けているため、同イニシアテ
ィブの予算は 4 年間で 12 億ドル（約 1500 億円）
以上となる見通しである。 
 
4.6 UC の研究活動に対する CISI イニシアティ
ブの影響         
 
UC は州立大学であり、定常的に州政府から研
究費が出ているため、「州政府の CISI イニシアテ
ィブへの支出は、従来とは別枠の新規のものか、
従来の支出の項目を鞍替えしたものか。」といった
疑問が生じるが、ここでは、UC の研究活動に対
する CISI イニシアティブの影響を分析する。 
州政府は、毎年、同イニシアティブの各機関に
対して一定額を支出する。すなわち、州政府は、
初めに設立された QB3、CAL（IT）2、CNSI の各機
関には、2001～2004の 4年間、毎年 25百万ドル
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（約 31億円）を、遅れて設立された CITRISには、
2002 年度から 2004 年の 3 年間、毎年 33 百万ド
ル（約 41億円）を支出する。 
 
図表５ 州政府から CISIへ支出される研究費 
（単位：百万ドル） 
 2001
年度 
2002
年度 
2003
年度 
2004
年度 
 
計 
QB3 
 
25 25 25 25 
 
100 
CAL
（IT）2 
 
25 25 25 25 
 
100 
CNSI 
 
25 25 25 25 
 
100 
CITRIS 
  
33 33 33 
 
100 
 
州政府から CISI への支出合計額は 2001 年度
に 75百万ドルとなり、さらに 2002年度にはこれに
33百万ドルが追加される。 
一方、UC の研究費の経年変化は図表 6 の通
りである。2001 年度は前年に比べて研究費が 88
百万ドル増えており、さらに 2002年度には対前年
17百万ドル増であることが分かる。 
 
図表６ ＵＣの研究費 
（単位：百万ドル） 
年度 研究費 対前年増加額 
2002（見通し） 551 17 
2001 534 88 
2000 446 - 
 
以上の点より、州政府から CISI イニシアティブ
への支出と、UC の研究費の増額には相関が見ら
れる。 
同イニシアティブは、従来の UC における研究
プロジェクトの名前を変えただけのものではなく、
新規に開始されたものと見ることができよう。さらに、
CISIイニシアティブの予算は UCの研究費の 2割
弱を占めることが分かる。 
 
4.7 CISI イニシアティブにおける産学官連携   
 
CISI イニシアティブは、デービス州知事の強力
なリーダーシップの下、UC 各校、国立研究所（ロ
スアラモス研究所、ローレンスリバモア研究所及
びローレンスバークレー研究所）、カリフォルニア
州内外の企業200社以上（図表 7参照）が参加し
て進められている。 
図表７ 学際イニシアティブの参加企業 
業界 企業 
コンピュータ マイクロソフト、IBM、サンマイクロシ
ステムズ、コンパック、テキサスイン
スツルメンツ、SGI、他 
通 信 シスコシステムズ、クアルコム、エリ
クソン、他 
バイオ ジェネンテック、他 
航 空 ボーイング、他 
金 融 バンクオブアメリカ、ベイサイドを中
心とするベンチャーキャピタル、他 
出所 ＣＩＳＩ公式 Webサイト 
 http://www.ucop.edu/california-institutes/ 
 
同イニシアティブにおける企業への期待は、 
・資金提供 
・研究を製品化するリードタイムの短縮（製品化
へ向けたアイデア、手段等の提供） 
・人材育成（学生にビジネスマインドを伝授） 
・学生のインターンシップの引き受け手 
である。 
 
4.8  結言                         
 
CISI イニシアティブは、21世紀もカリフォルニア
州が世界最先端のハイテク地域でありつつけるた
めの同州による挑戦である。 
同イニシアティブでは、既存の枠組みにとらわ
れず、新たな技術シーズが追求されており、また
産学が密接に結びついて、産業ニーズを取り入
れた研究が進められている。 
同イニシアティブは、規模が大きく、州政府や
UC が全面協力している点を加味すると、今度、こ
こから次世代を切り拓く新技術が生まれる可能性
が高い。このため、今後とも、同イニシアティブの
動向をウォッチする価値は大きい。
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科学技術動向研究センターのご紹介 
 
科学技術動向研究センターとは 
平成 13 年１月より内閣府総合科学技術会議が
設置され、従来以上に戦略性を重視する政策立
案が検討されています。科学技術政策研究所で
は、戦略策定に不可欠な重要科学技術分野の動
向に関する調査・分析機能を充実・強化するため、
1 月より新たに「科学技術動向研究センター」を設
立いたしました。 
本センターでは、第２期「科学技術基本計画」
に示されたライフサイエンス、情報通信等の重点
分野の最新動向に係る情報の収集や今後の方
向性についての調査･研究に、下図に示すような
体制で取り組んでいます。 
センターがとりまとめた成果は、適宜、総合科学
技術会議、文部科学省へ政策立案に資する資料
として提供いたします。 
センターの具体的な活動は以下の３つです。 
 
（１）「科学技術専門家ネットワーク」による科学技
術動向分析 
わが国の産学官の研究者を「専門調査員」に委
嘱して（７月1日現在2670人）、インターネットを利
用して科学技術動向に関する幅広い情報を収
集・分析する体制「科学技術専門家ネットワーク」
を 3 月 16 日より運営しています。このネットワーク
を通じて、専門調査員より国内外の学術会合、学
術雑誌などで発表される研究成果等、注目すべ
き動向や今後の科学技術の方向性等に関するの
意見等を広く収集いたします。 
これらの情報に、センターが独自に行う調査・
研究の結果を加え、毎月 1回、「科学技術動向」と
してまとめ、総合科学技術会議、文部科学省を始
めとした科学技術関係機関等に配布いたします。
なお、この資料は http://www.nistep.go.jpにおい
ても公開します。 
 
（２）重要科学技術分野・領域の動向の調査研究 
今後、国として取り組むべき重点事項、具体的
な研究開発課題等を明確にすることを目的とし、
重要な科学技術分野・領域に関するキーテクノロ
ジー等を調査・分析します。 
さらに、重要な科学技術分野・領域ごとの科学
技術水準を欧米先進国と比較し、わが国の科学
技術がどのような位置にあるのかについての調
査・分析も行います。 
 
（３）技術予測に関する調査研究 
当研究所では、科学技術の長期的将来動向を
総合的に把握するため、デルファイ法による技
術予測調査をほぼ５年ごとに実施しています。
これは、今後 30年間の重要技術を抽出して、
重要技術の重要性評価や実現予測時期を分析
するものであり、センターは、多くの専門家の
協力により本調査を引き続き実施いたします。 
  
 
          
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
センター長 
ライフサイエンス・医療ユニット 
・全体の企画、調整、とりまとめ 
・社会基盤分野 
・フロンティア（宇宙・海洋）分野 
総括ユニット 
情報通信ユニット 
環境・エネルギーユニット 
材料・製造技術ユニット 
 
 
 
 
 
 
・ライフサイエンス分野 
 
・情報通信分野 
 
・環境分野 
・エネルギー分野 
・ナノテクノロジー・材料分野 
・製造技術分野 
 
 
 
 
 
＊それぞれのユニットには、職員の他、客員研究官（非常勤職員）を配置。 
＊センターの組織、担当分野などは適宜見直しを行う。 
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